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１．様 式 集



様式

 

１１．．提提出出書書類類一一覧覧表表

（１） 契約書に基づく関係書類

様 式 書 式 名 条 項 頁 

様式第1号 工事工程表 第3条 5 ～ 6 

様式第2号 請負代金内訳書 第3条 7 

様式第3号 下請負人に関する事項の通知請求について 第7条 8 

様式第4号 下請負人に関する事項の通知について 第7条 9 

様式第5号 監督員選任（変更）通知書 第9条 10 

様式第6号 現場代理人等通知書〔変更通知書、経歴書〕 第10条 11～13 

様式第7号 工事履行報告書 第11条 14 

様式第8号 材料確認願 第13条 15 

様式第9号 破壊検査実施通知書 第17条他 16 

様式第10号 工事中止通知書 第20条 17 

様式第11号 工事中止の解除について 第20条 18 

様式第12号 工期延長請求書 第21条 19 

様式第13号 建設工事請負契約変更協議書 第18条他 20 

様式第14号 建設工事請負契約変更請書 第18条他 21 

様式第15号 請負工事損害発生通知書 第29条 22 

様式第16号 請負工事損害状況確認通知書 第29条 23～24 

様式第17号 完 成 届 第31条 25 

様式第18号 工事完成証明書 第31条 26 

様式第19号 引 渡 書 第31条他 27 

様式第20号 請 求 書 第32条他 28 

様式第21号 工事出来高検査請求書〔出来高報告書、内訳

書〕

第37条 29～31 

様式第22号 工事出来高検査通知書 第37条 32 

様式第23号 指定部分完成検査請求書〔内訳書〕 第38条 33～34 

様式第24号 指定部分完成検査通知書 第38条 35 

様式第25号 建設工事請負契約履行不能届 － 36 

様式第26号 建設工事請負契約解除通知書 第43条 37 

様式第27号 保険金（保証金）請求書 － 38 

様式第28号 建設工事継続施工通知書〔同意書〕 － 39～40 

様式第29号 保証書に係る領収書 － 41 

様式第30号 支給品受領書 第15条 42 

様式第31号 貸与品借用書 第15条 43 

－1－
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様式

 

１１．．提提出出書書類類一一覧覧表表

（１） 契約書に基づく関係書類

様 式 書 式 名 条 項 頁 

様式第1号 工事工程表 第3条 5 ～ 6 

様式第2号 請負代金内訳書 第3条 7 

様式第3号 下請負人に関する事項の通知請求について 第7条 8 

様式第4号 下請負人に関する事項の通知について 第7条 9 

様式第5号 監督員選任（変更）通知書 第9条 10 

様式第6号 現場代理人等通知書〔変更通知書、経歴書〕 第10条 11～13 

様式第7号 工事履行報告書 第11条 14 

様式第8号 材料確認願 第13条 15 

様式第9号 破壊検査実施通知書 第17条他 16 

様式第10号 工事中止通知書 第20条 17 

様式第11号 工事中止の解除について 第20条 18 

様式第12号 工期延長請求書 第21条 19 

様式第13号 建設工事請負契約変更協議書 第18条他 20 

様式第14号 建設工事請負契約変更請書 第18条他 21 

様式第15号 請負工事損害発生通知書 第29条 22 

様式第16号 請負工事損害状況確認通知書 第29条 23～24 

様式第17号 完 成 届 第31条 25 

様式第18号 工事完成証明書 第31条 26 

様式第19号 引 渡 書 第31条他 27 

様式第20号 請 求 書 第32条他 28 

様式第21号 工事出来高検査請求書〔出来高報告書、内訳

書〕

第37条 29～31 

様式第22号 工事出来高検査通知書 第37条 32 

様式第23号 指定部分完成検査請求書〔内訳書〕 第38条 33～34 

様式第24号 指定部分完成検査通知書 第38条 35 

様式第25号 建設工事請負契約履行不能届 － 36 

様式第26号 建設工事請負契約解除通知書 第43条 37 

様式第27号 保険金（保証金）請求書 － 38 

様式第28号 建設工事継続施工通知書〔同意書〕 － 39～40 

様式第29号 保証書に係る領収書 － 41 

様式第30号 支給品受領書 第15条 42 

様式第31号 貸与品借用書 第15条 43 

－1－
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様式

 

（２） 仕様書に基づく関係書類

様 式 名  称 項 頁 

任 意 施工計画書 1-1-1-6 

様式第32-1号 

    第32-2号 

    第32-3号 

  第32-4号 

    第32-5号 

  第32-6号 

施工体制台帳

再下請負通知書

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

作業員名簿

1-1-1-12 

44～53 

様式第33号 支給品精算書 1-1-1-19 54 

様式第34号 貸与品返納書 1-1-1-19 55 

様式第35号 現場発生品調書 1-1-1-20 56 

様式第36号 中間技術検査部分施工完了届 3-1-1-8 57 

様式第37号 中間技術検査内訳書 3-1-1-8 58 

様式第38号 工事完成届等進達書 3-1-1-8 59 

様式第40号 中間技術検査復命書 3-1-1-8 60 

様式第41号 中間技術検査結果通知書 3-1-1-8 61 

様式第42号 段階確認書 3-1-1-4 

11-1-1-2 

62 

様式第43号 工事打合簿 1-1-1-8 63 

様式第44号 確認・立会依頼書 3-1-1-4 

11-1-1-2 

64 

様式第45号 

  ～第111号 

施工管理関係管理図表等（参考）※ 1-1-1-26 65～134 

事故報告様式 事故報告書 1-1-1-33 135～136 

様式第113号 品質証明書 3-1-1-6 137 

様式第114号 再生資源利用計画書 1-1-1-21 138 

様式第115号 再生資源利用促進計画書 1-1-1-21 139 

様式第116号 工事費構成書 3-1-1-1 140 

様式第117号 創意工夫・社会性等に関する実施状況 3-1-1-10 141～142 

※ 施工管理関係管理図表等については参考添付であり、国土交通省国土技術政策総合研究所、公益社団法人地盤工学会等

が定める最新の様式を使用すること。

※平成31 年4月1日以降に入札公告に付する県土整備部所管工事において、国土交通省東北地方整備局工事関係書類と

の標準化を行っており、国交省様式を使用する場合は、初回打合せ時に工事打合せ簿（共通仕様書 様式第43号）によ

り監督員に報告すること。なお、標準化対象となっていない様式があるため、以下HPに掲載している標準化一覧を確認

すること。

《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞建設技術関連⇒設計・積算・入札＞共通仕様書＞国土交通省様式との標

準化について》

－2－

様式

工事書類の取扱一覧表

発注者へ
提出

受注者が
保管

工事打合簿（指示） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○ 発注者が作成する。
工事打合簿（協議） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○
工事打合簿（承諾） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○
工事打合簿（提出） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○
工事打合簿（報告） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○
工事打合簿（通知） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○
工事打合簿（届出） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○

施工計画書 任意
共通仕様書1-1-1-6-1、参
考資料16.施工計画書作成
例（参考）

○
軽微な場合の変更施工計画書は
提出不要。（工期や数量のわずか
な変更等の場合）

総合評価技術提案書
別途指定
されたもの

○
総合評価落札方式の場合、施工
計画書に添付する。

建設資材調書（施工計
画書提出時）

右による 契約書附属条件4条 ○ 施工計画提出時に提出する。

現場環境改善 任意 特記仕様書 ○
対象工事の場合、実施内容等に
ついて施工計画書に含む。

再生資源利用計画書 様式第114号 共通仕様書1-1-1-21-4 ○
施工計画書に含め提出する（該当
する再生資源がある場合）。

再生資源利用促進計
画書

様式第115号 共通仕様書1-1-1-21-6 ○
施工計画書に含め提出する（該当
する再生資源がある場合）。

工事カルテ登録内容
確認書

登録機関
による

共通仕様書1-1-1-7 ○

電子納品事前協議
チェックシート

右による
参考資料1.岩手県電子納品
ガイドライン

○

施工体制台帳 様式第32号 共通仕様書1-1-1-12-1 ○
下請契約を締結した場合に作成
し、工事現場に備えるとともに、そ
の写しを提出する。

施工体系図 様式第32号 共通仕様書1-1-1-12-2 ○

下請契約を締結した場合に作成
し、工事関係者及び公衆が見やす
い場所に掲げるとともに、その写し
を提出する。

設計図書の照査確認
資料

任意 共通仕様書1-1-1-3-2 ○

契約書18条1項1～5号に該当する
事実があった場合のみ監督職員
に提出する（契約書18条1項の範
囲を超えないこと）。

設計図書の照査確認
資料

任意 共通仕様書1-1-1-3-2 ○

契約書18条1項1～5号に該当する
事実がない場合（設計図書と一致
している場合）は監督職員への提
示とし、請負者で保管する（契約書
18条1項の範囲を超えないこと）。

工事測量成果表（仮Ｂ
Ｍ及び多角点の設置）

任意 ○
仮ＢＭ及び多角点の設置に関する
測量結果は監督職員に提出する。

工事測量結果（設計図
書との照合）

任意 ○
設計図書と差異があった場合のみ
監督職員に報告する。

工事測量結果（設計図
書との照合）

任意 ○
設計図書と一致している場合は、
監督職員への提示とし、受注者で
保管する。

品質証明員通知書 任意 共通仕様書3-1-1-6-(5) ○
契約図書で規定された場合に提
出する。

掛金収納書 右による 契約書附属条件7条 ○
購入しない場合は、不購入理由報
告書を発注者に提出するものとす
る。

法定外労災保険付保
状況報告書

右による 契約書附属条件7条 ○

現場代理人等通知書 様式第6 工事請負契約書10条1項 ○
請負代金内訳書 様式第2 工事請負契約書3条1項 ○
工事工程表 様式第1 工事請負契約書3条1項 ○
請求書（前払金） 様式第20号 工事請負契約書34条1項 ○

県外業者との下請契
約締結報告書

右による 契約書附属条件3条 ○
県内に主たる営業所を有する者以
外と下請契約を締結した場合に提
出する。

産業廃棄物管理表（マ
ニフェスト）

別途制定
されたも
の

共通仕様書1-1-1-21-2 ○
産業廃棄物がある場合に監督職
員及び検査職員へ提示すればよ
く、提出は不要。

品質証明書 様式第113号 共通仕様書3-1-1-6-(1) ○
契約図書で規定された場合に提
出する。

関係公官庁協議資料 任意 共通仕様書1-1-1-39-3 ○

届出前の事前資料の提出は不
要。許可後の資料については、提
出ではなく提示でよい。ただし、監
督職員から提出の請求があった場
合は提出する。

近隣協議資料 任意 共通仕様書1-1-1-39 ○
近隣との協議が必要な場合には、
監督職員にその都度報告する。

材料確認願（指定材
料）

様式第8
号

工事請負契約書13条2項 ○
指定材料のみの提出とする（設計
図書で指定した材料を含む）。

備考

共
通

工
事
着
手
時

提出書類 条項等
作成
時期

共通仕様書1-1-1-41-1

様式番号
受注者が作成必要

受注者は
作成不要

工
事
中
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様式

 

（２） 仕様書に基づく関係書類

様 式 名  称 項 頁 

任 意 施工計画書 1-1-1-6 

様式第32-1号 

    第32-2号 

    第32-3号 

  第32-4号 

    第32-5号 

  第32-6号 

施工体制台帳

再下請負通知書

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

作業員名簿

1-1-1-12 

44～53 

様式第33号 支給品精算書 1-1-1-19 54 

様式第34号 貸与品返納書 1-1-1-19 55 

様式第35号 現場発生品調書 1-1-1-20 56 

様式第36号 中間技術検査部分施工完了届 3-1-1-8 57 

様式第37号 中間技術検査内訳書 3-1-1-8 58 

様式第38号 工事完成届等進達書 3-1-1-8 59 

様式第40号 中間技術検査復命書 3-1-1-8 60 

様式第41号 中間技術検査結果通知書 3-1-1-8 61 

様式第42号 段階確認書 3-1-1-4 

11-1-1-2 

62 

様式第43号 工事打合簿 1-1-1-8 63 

様式第44号 確認・立会依頼書 3-1-1-4 

11-1-1-2 

64 

様式第45号 

  ～第111号 

施工管理関係管理図表等（参考）※ 1-1-1-26 65～134 

事故報告様式 事故報告書 1-1-1-33 135～136 

様式第113号 品質証明書 3-1-1-6 137 

様式第114号 再生資源利用計画書 1-1-1-21 138 

様式第115号 再生資源利用促進計画書 1-1-1-21 139 

様式第116号 工事費構成書 3-1-1-1 140 

様式第117号 創意工夫・社会性等に関する実施状況 3-1-1-10 141～142 

※ 施工管理関係管理図表等については参考添付であり、国土交通省国土技術政策総合研究所、公益社団法人地盤工学会等

が定める最新の様式を使用すること。

※平成31 年4月1日以降に入札公告に付する県土整備部所管工事において、国土交通省東北地方整備局工事関係書類と

の標準化を行っており、国交省様式を使用する場合は、初回打合せ時に工事打合せ簿（共通仕様書 様式第43号）によ

り監督員に報告すること。なお、標準化対象となっていない様式があるため、以下HPに掲載している標準化一覧を確認

すること。

《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞建設技術関連⇒設計・積算・入札＞共通仕様書＞国土交通省様式との標

準化について》
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様式

工事書類の取扱一覧表

発注者へ
提出

受注者が
保管

工事打合簿（指示） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○ 発注者が作成する。
工事打合簿（協議） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○
工事打合簿（承諾） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○
工事打合簿（提出） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○
工事打合簿（報告） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○
工事打合簿（通知） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○
工事打合簿（届出） 様式第43号 共通仕様書3-1-1-7-1-① ○

施工計画書 任意
共通仕様書1-1-1-6-1、参
考資料16.施工計画書作成
例（参考）

○
軽微な場合の変更施工計画書は
提出不要。（工期や数量のわずか
な変更等の場合）

総合評価技術提案書
別途指定
されたもの

○
総合評価落札方式の場合、施工
計画書に添付する。

建設資材調書（施工計
画書提出時）

右による 契約書附属条件4条 ○ 施工計画提出時に提出する。

現場環境改善 任意 特記仕様書 ○
対象工事の場合、実施内容等に
ついて施工計画書に含む。

再生資源利用計画書 様式第114号 共通仕様書1-1-1-21-4 ○
施工計画書に含め提出する（該当
する再生資源がある場合）。

再生資源利用促進計
画書

様式第115号 共通仕様書1-1-1-21-6 ○
施工計画書に含め提出する（該当
する再生資源がある場合）。

工事カルテ登録内容
確認書

登録機関
による

共通仕様書1-1-1-7 ○

電子納品事前協議
チェックシート

右による
参考資料1.岩手県電子納品
ガイドライン

○

施工体制台帳 様式第32号 共通仕様書1-1-1-12-1 ○
下請契約を締結した場合に作成
し、工事現場に備えるとともに、そ
の写しを提出する。

施工体系図 様式第32号 共通仕様書1-1-1-12-2 ○

下請契約を締結した場合に作成
し、工事関係者及び公衆が見やす
い場所に掲げるとともに、その写し
を提出する。

設計図書の照査確認
資料

任意 共通仕様書1-1-1-3-2 ○

契約書18条1項1～5号に該当する
事実があった場合のみ監督職員
に提出する（契約書18条1項の範
囲を超えないこと）。

設計図書の照査確認
資料

任意 共通仕様書1-1-1-3-2 ○

契約書18条1項1～5号に該当する
事実がない場合（設計図書と一致
している場合）は監督職員への提
示とし、請負者で保管する（契約書
18条1項の範囲を超えないこと）。

工事測量成果表（仮Ｂ
Ｍ及び多角点の設置）

任意 ○
仮ＢＭ及び多角点の設置に関する
測量結果は監督職員に提出する。

工事測量結果（設計図
書との照合）

任意 ○
設計図書と差異があった場合のみ
監督職員に報告する。

工事測量結果（設計図
書との照合）

任意 ○
設計図書と一致している場合は、
監督職員への提示とし、受注者で
保管する。

品質証明員通知書 任意 共通仕様書3-1-1-6-(5) ○
契約図書で規定された場合に提
出する。

掛金収納書 右による 契約書附属条件7条 ○
購入しない場合は、不購入理由報
告書を発注者に提出するものとす
る。

法定外労災保険付保
状況報告書

右による 契約書附属条件7条 ○

現場代理人等通知書 様式第6 工事請負契約書10条1項 ○
請負代金内訳書 様式第2 工事請負契約書3条1項 ○
工事工程表 様式第1 工事請負契約書3条1項 ○
請求書（前払金） 様式第20号 工事請負契約書34条1項 ○

県外業者との下請契
約締結報告書

右による 契約書附属条件3条 ○
県内に主たる営業所を有する者以
外と下請契約を締結した場合に提
出する。

産業廃棄物管理表（マ
ニフェスト）

別途制定
されたも
の

共通仕様書1-1-1-21-2 ○
産業廃棄物がある場合に監督職
員及び検査職員へ提示すればよ
く、提出は不要。

品質証明書 様式第113号 共通仕様書3-1-1-6-(1) ○
契約図書で規定された場合に提
出する。

関係公官庁協議資料 任意 共通仕様書1-1-1-39-3 ○

届出前の事前資料の提出は不
要。許可後の資料については、提
出ではなく提示でよい。ただし、監
督職員から提出の請求があった場
合は提出する。

近隣協議資料 任意 共通仕様書1-1-1-39 ○
近隣との協議が必要な場合には、
監督職員にその都度報告する。

材料確認願（指定材
料）

様式第8
号

工事請負契約書13条2項 ○
指定材料のみの提出とする（設計
図書で指定した材料を含む）。

備考

共
通

工
事
着
手
時

提出書類 条項等
作成
時期

共通仕様書1-1-1-41-1

様式番号
受注者が作成必要

受注者は
作成不要

工
事
中

— 3 —— 3 —

様式



様式

工事書類の取扱一覧表

発注者へ
提出

受注者が
保管

備考提出書類 条項等
作成
時期

様式番号
受注者が作成必要

受注者は
作成不要

材料品質証明資料（指
定材料以外）

任意 共通仕様書2-1-2-1 ○※
※検査時までに提出する。ただ
し、監督職員の請求あった場合は
遅滞なく提示する。

段階確認書 様式第42号 共通仕様書3-1-1-4-6 ○

・契約図書で規定された場合のみ
対象。
・段階確認書に添付する資料を新
たに作成する必要はない（受注者
が作成する出来形管理資料に、確
認した実測値を手書きで記入す
る）。

確認・立会依頼書 様式第44号 共通仕様書3-1-1-4-1 ○

休日・夜間作業届 任意 共通仕様書1-1-1-40-2 ○
現道上の工事または監督職員が
把握していない作業を行う場合に
提出する。

排出ガス対策型・低騒
音型建設機械の写真

－ 共通仕様書1-1-1-34-6 ○
排出ガス対策型・低騒音型建設機
械の写真撮影及び提出は不要と
する。

工事履行報告書
様式第7
号

工事請負契約書11条、共通
仕様書1-1-1-27

○

安全教育訓練実施資
料

任意 共通仕様書1-1-1-30-11 ○
実施状況の提示とし、具体な実施
内容は提出不要。

事故報告書
事故報告
様式

共通仕様書1-1-1-33 ○ 事故が発生した場合に提出する。

支給品受領書 様式第30号 工事請負契約書15条3項 ○
支給品の引渡しを受けた場合に提
出する。

貸与品借用書 様式第31号 工事請負契約書15条3項 ○
貸与品の引渡しを受けた場合に提
出する。

支給品精算書 様式第33号 共通仕様書1-1-1-19-3 ○ 支給品がある場合に提出する。

支給品受払簿 任意 共通仕様書1-1-1-19-2 ○
共通仕様書では、受注者が備え付
けていればよいことになっている
（提出する必要はない）。

貸与品返納書 様式第34号 共通仕様書1-1-1-19-6 ○
貸与品を返納する場合に提出す
る。

現場発生品調書 様式第35号 共通仕様書1-1-1-20 ○
現場発生品がある場合に提出す
る。

建設機械貸付関係 右による
参考資料18.請負工事用建
設機械貸付仕様書

○

工事完成図
設計図書
による

共通仕様書1-1-1-22 ○

中
間

中間技術検査部分施
工完了届

様式第36号 共通仕様書3-1-1-8 ○

完成届 様式第17号 工事請負契約書31条1項 ○
引渡書 様式第19号 工事請負契約書31条4項 ○
請求書（精算払） 様式第20号 工事請負契約書32条1項 ○
工事出来高検査請求
書（出来高報告書、内
訳書）

様式第21号
工事請負契約書37条2項、
共通仕様書1-1-1-25-2

○

請求書（部分払） 様式第20号 工事請負契約書37条5項 ○
指定部分完成検査請
求書（内訳書）

様式第23号 工事請負契約書38条1項 ○

引渡書 様式第19号 工事請負契約書31条4項 ○
請求書（部分払） 様式第20号 工事請負契約書37条5項 ○

工事修補請書
別途指定
する

○

工事修補完了届
別途指定
する

○

特定調達品目調達実
績

別途指定
する

共通仕様書1-1-1-34-9、参
考資料9.岩手県グリーン購
入基本方針

○

創意工夫・社会性等に
関する実施状況

様式第117号 共通仕様書3-1-1-10 ○
創意工夫等を実施すれば提出で
きる。

現場環境改善 任意 特記仕様書 ○
対象工事の場合、実施状況等の
写真を完成書類に添付する。

新技術等施工実態調
査

別途指定
する

特記仕様書 ○
岩手県新技術等活用促進事業に
登録されている新技術等を活用し
た場合。

工期延長請求書 様式第12号 工事請負契約書21条 ○
工期延長を請求する場合に提出
する。

建設資材調書（竣工
時）

右による 契約書附属条件4条 ○

電子媒体納品書 右による
参考資料1.岩手県電子納品
ガイドライン

○
電子納品対象工事の場合に提出
する。

そ
の
他

完
成

工
事
中

指
定
部
分

修
補

検
査

出
来
高
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（
注

）
１
．

本
表

は
、

契
約

締
結

後
７

日
以

内
に

提
出

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
２
．

変
更

の
場

合
は

、「
工

事
工

程
表

（
 

）」
の

（
 

）
内

に
「

変
更

」
と

表
示

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
３
．

予
定

工
程

は
、

黒
実

線
を

も
っ

て
表

示
す

る
こ

と
。

ま
た

、
変

更
契

約
の

工
程

は
、

下
段

に
黒

点
線

を
も

っ
て

表
示

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
４
．「

摘
要

」
欄

に
は

、
主

要
使

用
機

械
、

歩
掛

及
び

資
材

の
手

配
、

段
取

等
を

記
入

す
る

こ
と

。
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－6－

 

様式第２号  

                                      年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                        受注者  住所 

                             氏名（法人にあっては、その名称及び 

代表者の氏名） 

 

請請  負負  代代  金金  内内  訳訳  書書  
 

工 事 名 

工 事 場 所 

契約年月日        年   月   日 

工   期        年   月   日から    年   月   日まで 

 

費  目 工   種 種  別 細  別 規格 単位 員数 単価 金額 

直接工事費 道路土工 掘削工 掘削  式 １   

   埋戻し  式 １   

 …… …… ……      

         

間接工事費 共通仮設費 運搬費   式 １   

  準備費   式 １   

  その他   式 １   

         

 現場管理費 法定福利費 雇用保険料  式 １   

  法定福利費 健康保険料  式 １   

  法定福利費 介護保険料  式 １   

  法定福利費 厚生年金保険料  式 １   

  その他   式 １   

         

 一般管理費等    式 １   

         

小 計         

消費税         

合 計         

 

（注）１．現場管理費の内訳として法定福利費（雇用保険料、健康保険料、介護保険料、厚生年金保険

料（児童手当拠出金含む））の各項目について事業主負担分を記入し、直接工事費を含むその

他工種は１式計上とし金額を記入すること。 

   ２．様式は適宜変更して構わない。 
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－6－

 

様式第２号  

                                      年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                        受注者  住所 

                             氏名（法人にあっては、その名称及び 

代表者の氏名） 

 

請請  負負  代代  金金  内内  訳訳  書書  
 

工 事 名 

工 事 場 所 

契約年月日        年   月   日 

工   期        年   月   日から    年   月   日まで 

 

費  目 工   種 種  別 細  別 規格 単位 員数 単価 金額 

直接工事費 道路土工 掘削工 掘削  式 １   

   埋戻し  式 １   

 …… …… ……      

         

間接工事費 共通仮設費 運搬費   式 １   

  準備費   式 １   

  その他   式 １   

         

 現場管理費 法定福利費 雇用保険料  式 １   

  法定福利費 健康保険料  式 １   

  法定福利費 介護保険料  式 １   

  法定福利費 厚生年金保険料  式 １   

  その他   式 １   

         

 一般管理費等    式 １   

         

小 計         

消費税         

合 計         

 

（注）１．現場管理費の内訳として法定福利費（雇用保険料、健康保険料、介護保険料、厚生年金保険

料（児童手当拠出金含む））の各項目について事業主負担分を記入し、直接工事費を含むその

他工種は１式計上とし金額を記入すること。 

   ２．様式は適宜変更して構わない。 
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様式 

 

様式第３号 
                                      第     号 
                                      年  月  日 
 
 
 〔 受注者 〕  様 
 
 
                               岩手県知事（公所長） 印 
 
 

下下請請負負人人にに関関すするる事事項項のの通通知知請請求求ににつついいてて  
     年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、下請負人に関する下記事

項を承知したいので、別紙様式により通知されるよう契約書別記第７条に基づき請求します。 

 
記 

 
１ 工事名 
２ 工事場所 
３ 承知したい事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （注）１．附属条件第３条に規定する県外業者との下請契約締結報告書に記載される内容以外に確認

を要する事項がある場合に使用すること。 
    ２．様式４号を添付すること。 

－8－

様式 

 

様式第４号 
                                      年  月  日 

 
 
 岩手県知事（公所長） あて 
 
 
                        受注者  住所 
                             氏名（法人にあっては、その名称及び

代表者の氏名） 
 

下下請請負負人人にに関関すするる事事項項のの通通知知ににつついいてて  
     年  月  日付けで請求のあった標記について、下記のとおり通知します。 
 

記 
 

１ 工事名 
２ 工事場所 
３ 通知事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （注） 通知事項の内容が確認できる資料を添付すること。 
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様式



様式 

 

様式第３号 
                                      第     号 
                                      年  月  日 
 
 
 〔 受注者 〕  様 
 
 
                               岩手県知事（公所長） 印 
 
 

下下請請負負人人にに関関すするる事事項項のの通通知知請請求求ににつついいてて  
     年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、下請負人に関する下記事

項を承知したいので、別紙様式により通知されるよう契約書別記第７条に基づき請求します。 

 
記 

 
１ 工事名 
２ 工事場所 
３ 承知したい事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （注）１．附属条件第３条に規定する県外業者との下請契約締結報告書に記載される内容以外に確認

を要する事項がある場合に使用すること。 
    ２．様式４号を添付すること。 

－8－

様式 

 

様式第４号 
                                      年  月  日 

 
 
 岩手県知事（公所長） あて 
 
 
                        受注者  住所 
                             氏名（法人にあっては、その名称及び

代表者の氏名） 
 

下下請請負負人人にに関関すするる事事項項のの通通知知ににつついいてて  
     年  月  日付けで請求のあった標記について、下記のとおり通知します。 
 

記 
 

１ 工事名 
２ 工事場所 
３ 通知事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （注） 通知事項の内容が確認できる資料を添付すること。 

－9－
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様式



様式第５号 

第 号 

年 月 日 

〔 受注者 〕 様 

岩手県知事（公所長） 印 

監監督督員員選選任任（（変変更更））通通知知書書  

 年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、下記のとおり監督員を選

任（変更）したので、契約書別記第９条に基づき通知します。 

記 

 工 事 名 工事 

 工 事 場 所 

 区 分 職 名 氏 名 

 総 括 監 督 員 

 主 任 監 督 員 

 監 督 員 

(注) 総括監督員を置かない場合における主任監督員は、監督総括業務を併せて担当する。 

－10－

様式第 6－1 号 

 

現現場場代代理理人人等等通通知知書書  
 

                                  年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                      受注者  住所 

                           氏名（法人にあっては、その名称及び 

代表者の氏名）          

   年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 10 条に基づき

現場代理人等を下記のとおり定めたので、別紙経歴書を添えて通知します。 

記 

 

工 事 名  

工 事 場 所  

 

 氏        名 受注者名（ＪＶの場合） 

現 場 代 理 人   

主 任 技 術 者   

監 理 技 術 者   

監 理 技 術 者 補 佐   

専 門 技 術 者   

増 員 技 術 者 

（ 担 当 技 術 者 ） 
  

専 任 補 助 者   

 

－11－
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様式



様式第５号 

第 号 

年 月 日 

〔 受注者 〕 様 

岩手県知事（公所長） 印 

監監督督員員選選任任（（変変更更））通通知知書書  

 年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、下記のとおり監督員を選

任（変更）したので、契約書別記第９条に基づき通知します。 

記 

 工 事 名 工事 

 工 事 場 所 

 区 分 職 名 氏 名 

 総 括 監 督 員 

 主 任 監 督 員 

 監 督 員 

(注) 総括監督員を置かない場合における主任監督員は、監督総括業務を併せて担当する。 

－10－

様式第 6－1 号 

 

現現場場代代理理人人等等通通知知書書  
 

                                  年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                      受注者  住所 

                           氏名（法人にあっては、その名称及び 

代表者の氏名）          

   年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 10 条に基づき

現場代理人等を下記のとおり定めたので、別紙経歴書を添えて通知します。 

記 

 

工 事 名  

工 事 場 所  

 

 氏        名 受注者名（ＪＶの場合） 

現 場 代 理 人   

主 任 技 術 者   

監 理 技 術 者   

監 理 技 術 者 補 佐   

専 門 技 術 者   

増 員 技 術 者 

（ 担 当 技 術 者 ） 
  

専 任 補 助 者   
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様式



様式第 6－2 号 

現現場場代代理理人人等等変変更更通通知知書書  
 
                                  年  月  日 
  岩手県知事（公所長） あて 
 
                      受注者  住所 

                           氏名（法人にあっては、その名称及び 
代表者の氏名）  

    年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、現場代理人等を下記のとお

り変更したので、別紙経歴書を添えて通知します。 
                      記 

工 事 名  

工 事 場 所  

 
 氏        名 受注者名（ＪＶの場合） 

新 

現 場 代 理 人   

主 任 技 術 者   

監 理 技 術 者   

監理技術者補佐   

専 門 技 術 者   

増員技術者（担当技術者）   

専 任 補 助 者   

旧 

現 場 代 理 人   

主 任 技 術 者   

監 理 技 術 者   

監理技術者補佐   

専 門 技 術 者   

増員技術者（担当技術者）   

専 任 補 助 者   

変 更 年 月 日                 年   月   日 

変 更 理 由 
（具体的に記入） 

 

 

 

－12－

様式第 6－3号 

 
 

経経          歴歴          書書  
 
 
 
  本籍地   
 
  現住所   

 
  氏  名                            

 
  生年月日 
 
  学  歴（最終学歴） 

 
 
  資  格（法令による免許及び登録番号） 

 
  職  歴 
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様式



様式第 6－2 号 

現現場場代代理理人人等等変変更更通通知知書書  
 
                                  年  月  日 
  岩手県知事（公所長） あて 
 
                      受注者  住所 

                           氏名（法人にあっては、その名称及び 
代表者の氏名）  

    年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、現場代理人等を下記のとお

り変更したので、別紙経歴書を添えて通知します。 
                      記 

工 事 名  

工 事 場 所  

 
 氏        名 受注者名（ＪＶの場合） 

新 

現 場 代 理 人   

主 任 技 術 者   

監 理 技 術 者   

監理技術者補佐   

専 門 技 術 者   

増員技術者（担当技術者）   

専 任 補 助 者   

旧 

現 場 代 理 人   

主 任 技 術 者   

監 理 技 術 者   

監理技術者補佐   

専 門 技 術 者   

増員技術者（担当技術者）   

専 任 補 助 者   

変 更 年 月 日                 年   月   日 

変 更 理 由 
（具体的に記入） 

 

 

 

－12－

様式第 6－3号 

 
 

経経          歴歴          書書  
 
 
 
  本籍地   
 
  現住所   

 
  氏  名                            

 
  生年月日 
 
  学  歴（最終学歴） 

 
 
  資  格（法令による免許及び登録番号） 

 
  職  歴 

 

－13－

— 13 —— 13 —

様式



様式 

 

様式第７号 

                                      年  月  日 

 岩手県知事（公所長） あて 

                           受注者 住所 

                               氏名（法人にあっては、その名称 
及び代表者の氏名）          

工工  事事  履履  行行  報報  告告  書書 

工 事 名                                工事 

工 事 場 所  

工   期         年   月   日 ～     年   月   日 

日   付         年   月   日 （     月分） 

月  別 
予 定 工 程  ％ 

(   )は工程変更後 
実 施 工 程  ％ 備     考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 （記事欄） 

 

－14－

様式 

様式第８号 

                                      年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名）           

材材  料料  確確  認認  願願  

     年  月  日付けで工事請負契約を締結した下記工事について、契約書別記第１３条に基

づき、工事材料の検査を請求します。 

記 

 

 工 事 名 工事    

工 事 場 所  

 

工事材料内訳 

 
材料名 品質規格 単位 搬入数量 

確   認   欄 
備  考 

 

確認年月日 確認方法 合格数量 記名等 
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様式



様式 

様式第８号 

                                      年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名）           

材材  料料  確確  認認  願願  

     年  月  日付けで工事請負契約を締結した下記工事について、契約書別記第１３条に基

づき、工事材料の検査を請求します。 

記 

 

 工 事 名 工事    

工 事 場 所  

 

工事材料内訳 

 
材料名 品質規格 単位 搬入数量 

確   認   欄 
備  考 

 

確認年月日 確認方法 合格数量 記名等 
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様式



様式 

様式第９号 

                                    第     号 

                                    年  月  日 

 

 〔 受注者 〕 様 

 

                                岩手県知事（公所長） 印 

 

破破壊壊検検査査実実施施通通知知書書  

 標記について、下記により破壊検査を行うので通知します。 

 

記 

 

 
工 事 名 工事  

 

工 事 場 所  

 

 
破壊検査実施の根拠     契約書別記第    条第    項  

破 壊 検 査 を 

必 要 と す る 理 由 
 

破 壊 検 査 を 

実 施 す る 部 分 
 

破壊検査実施年月日          年   月   日 

 

－16－

様式 

様式第 10号 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 〔 受注者 〕  様 

 

                                岩手県知事（公所長） 印 

 

工工事事中中止止通通知知書書  

     年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、下記のとおり工事の施工

を中止するよう、契約書別記第２０条に基づき通知します。 

 

記 

 

 工 事 名                            工 事  

工 事 場 所  

中 止 前 工 期 
     自          年    月    日 

     至          年    月    日 

 

 中 止 年 月 日                 年    月    日  

中止予定期間                          日間 

中 止 箇 所 の 

設 計 概 要 等 

 

中 止 の 理 由 
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様式



様式 

様式第 10号 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 〔 受注者 〕  様 

 

                                岩手県知事（公所長） 印 

 

工工事事中中止止通通知知書書  

     年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、下記のとおり工事の施工

を中止するよう、契約書別記第２０条に基づき通知します。 

 

記 

 

 工 事 名                            工 事  

工 事 場 所  

中 止 前 工 期 
     自          年    月    日 

     至          年    月    日 

 

 中 止 年 月 日                 年    月    日  

中止予定期間                          日間 

中 止 箇 所 の 

設 計 概 要 等 

 

中 止 の 理 由 
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様式 

様式第 11号 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 〔 受注者 〕  様 

 

                                岩手県知事（公所長） 印 

 

工工事事中中止止のの解解除除ににつついいてて  
     年  月  日付け  第   号で工事中止の通知をした次の工事について、中止を解除

しますので工事を再開してください。 

 なお、中止解除に伴い、工事の完成期限を下記のとおりとしますので、御異議がない場合は建設工事

請負契約変更請書を    年  月  日までに提出してください。 

 

記 

 

 工 事 名                            工 事  

工 事 場 所  

中 止 前 工 期 
     自          年    月    日 

     至          年    月    日 

 

 

 中 止 年 月 日             年   月   日  

中止解除年月日             年   月   日 

中止解除箇所の 

設 計 概 要 等 

 

中 止 期 間        年  月  日～    年  月  日（    日間） 

中止解除による

完 成 期 限 
            年   月   日 

 

－18－

様式 

様式第 12号 

                                    年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                        受注者  住所 

                             氏名（法人にあっては、その名称及び

代表者の氏名）              

工工期期延延長長請請求求書書  
    年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 21 条に基づ

き、下記のとおり工期の延長を請求します。 

 

記 

 

 工 事 名                                工事  

工 事 場 所   

工     期         年  月  日 ～      年  月  日 

工 期 延 長 請 求 日 数                              日 

延長請求による完成期限         年  月  日 

工

期

延

長

請

求

理

由 

   

  

（注） １．天候等の状況が確認できる資料、現場写真及び変更工程表を添付すること。 

     ２．工期延長請求理由欄は詳細に記載すること。 
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様式



様式 

様式第 11号 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 〔 受注者 〕  様 

 

                                岩手県知事（公所長） 印 

 

工工事事中中止止のの解解除除ににつついいてて  
     年  月  日付け  第   号で工事中止の通知をした次の工事について、中止を解除

しますので工事を再開してください。 

 なお、中止解除に伴い、工事の完成期限を下記のとおりとしますので、御異議がない場合は建設工事

請負契約変更請書を    年  月  日までに提出してください。 

 

記 

 

 工 事 名                            工 事  

工 事 場 所  

中 止 前 工 期 
     自          年    月    日 

     至          年    月    日 

 

 

 中 止 年 月 日             年   月   日  

中止解除年月日             年   月   日 

中止解除箇所の 

設 計 概 要 等 

 

中 止 期 間        年  月  日～    年  月  日（    日間） 

中止解除による

完 成 期 限 
            年   月   日 

 

－18－

様式 

様式第 12号 

                                    年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                        受注者  住所 

                             氏名（法人にあっては、その名称及び

代表者の氏名）              

工工期期延延長長請請求求書書  
    年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 21 条に基づ

き、下記のとおり工期の延長を請求します。 

 

記 

 

 工 事 名                                工事  

工 事 場 所   

工     期         年  月  日 ～      年  月  日 

工 期 延 長 請 求 日 数                              日 

延長請求による完成期限         年  月  日 

工

期

延

長

請

求

理

由 

   

  

（注） １．天候等の状況が確認できる資料、現場写真及び変更工程表を添付すること。 

     ２．工期延長請求理由欄は詳細に記載すること。 
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様式 

 

様式第 13号 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 〔 受注者 〕  様 

 

                                岩手県知事（公所長） 印 

 

建建設設工工事事請請負負契契約約変変更更協協議議書書  

     年  月  日付けで締結した工事請負契約について、次のとおり契約を変更したいので協

議します。 

 なお、契約を変更することについて御異議がない場合は、建設工事請負契約変更請書を   年 

月  日までに岩手県知事（公所長）あて提出してください。 

 

記 

 

 工 事 名                              工事  

工 事 場 所  

 

〔契約変更の内容〕 

１．契約変更による設計内容等 

  別添変更設計図書及び仕様書のとおり 

２．契約変更による請負代金額の増減額 

  増・減   金                 円 

   うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 増・減    金                      円 

３．契約変更による工事完成期限 

       年   月   日 

４．契約の保証の取扱い 

 

（注）１．〔契約変更の内容〕は、不要の項目を抹消すること。 

   ２．「契約変更による請負代金額の増減額」は、増・減のいずれかを選択すること。 

   ３．「契約の保証の取扱い」は、工期の延長変更を行う場合で、契約の保証が金融機関等の 

    保証又は公共工事履行保証証券による保証であるときは、保証期間が変更後の工期を含む 

    ように延長変更されるよう記載すること。 

    【記載例】 

     「契約変更による工事完成期限を含むように保証期間を延長変更するものとする。」 

   ４．「建設工事請負契約変更請書」の提出期限は、協議開始日から 14日以内とすること。 

 

－20－

様式 

 

様式第 14号 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                         受注者  住所 

                              氏名           印 

（法人にあっては、その名称及び 
代表者の氏名） 

 

建建設設工工事事請請負負契契約約変変更更請請書書  
     年  月  日付けで協議のあった建設工事請負契約の変更については、次のとおり承諾し

ます。 

記 

 

 工 事 名                              工事  

工 事 場 所  

 

〔契約変更の内容〕 

１．契約変更による設計内容等 

  別添変更設計図書及び仕様書のとおり 

２．契約変更による請負代金額の増減額 

  増・減  金                  円 

   うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 増・減  金                円 

３．契約変更による工事完成期限 

       年   月   日 

４．契約の保証の取扱い 

 

 

 

 

 

（注）１．〔契約変更の内容〕は、不要の項目を抹消すること。 

   ２．「契約変更による請負代金額の増減額」は、増・減のいずれかを選択すること。 

   ３．「契約の保証の取扱い」は、契約の変更により保証の内容を変更する場合に当該内容を 

    記載するとともに、金融機関等の保証、公共工事履行保証証券又は履行保証保険契約の締 

    結については、保証内容の変更に係る書類を添付すること。 

 

－21－

— 20 —— 20 —

様式



様式 

 

様式第 13号 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 〔 受注者 〕  様 

 

                                岩手県知事（公所長） 印 

 

建建設設工工事事請請負負契契約約変変更更協協議議書書  

     年  月  日付けで締結した工事請負契約について、次のとおり契約を変更したいので協

議します。 

 なお、契約を変更することについて御異議がない場合は、建設工事請負契約変更請書を   年 

月  日までに岩手県知事（公所長）あて提出してください。 

 

記 

 

 工 事 名                              工事  

工 事 場 所  

 

〔契約変更の内容〕 

１．契約変更による設計内容等 

  別添変更設計図書及び仕様書のとおり 

２．契約変更による請負代金額の増減額 

  増・減   金                 円 

   うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 増・減    金                      円 

３．契約変更による工事完成期限 

       年   月   日 

４．契約の保証の取扱い 

 

（注）１．〔契約変更の内容〕は、不要の項目を抹消すること。 

   ２．「契約変更による請負代金額の増減額」は、増・減のいずれかを選択すること。 

   ３．「契約の保証の取扱い」は、工期の延長変更を行う場合で、契約の保証が金融機関等の 

    保証又は公共工事履行保証証券による保証であるときは、保証期間が変更後の工期を含む 

    ように延長変更されるよう記載すること。 

    【記載例】 

     「契約変更による工事完成期限を含むように保証期間を延長変更するものとする。」 

   ４．「建設工事請負契約変更請書」の提出期限は、協議開始日から 14日以内とすること。 

 

－20－

様式 

 

様式第 14号 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                         受注者  住所 

                              氏名           印 

（法人にあっては、その名称及び 
代表者の氏名） 

 

建建設設工工事事請請負負契契約約変変更更請請書書  
     年  月  日付けで協議のあった建設工事請負契約の変更については、次のとおり承諾し

ます。 

記 

 

 工 事 名                              工事  

工 事 場 所  

 

〔契約変更の内容〕 

１．契約変更による設計内容等 

  別添変更設計図書及び仕様書のとおり 

２．契約変更による請負代金額の増減額 

  増・減  金                  円 

   うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 増・減  金                円 

３．契約変更による工事完成期限 

       年   月   日 

４．契約の保証の取扱い 

 

 

 

 

 

（注）１．〔契約変更の内容〕は、不要の項目を抹消すること。 

   ２．「契約変更による請負代金額の増減額」は、増・減のいずれかを選択すること。 

   ３．「契約の保証の取扱い」は、契約の変更により保証の内容を変更する場合に当該内容を 

    記載するとともに、金融機関等の保証、公共工事履行保証証券又は履行保証保険契約の締 

    結については、保証内容の変更に係る書類を添付すること。 

 

－21－

— 21 —— 21 —

様式



様式 

 

様式第 15号 

                                      年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名）           

請請負負工工事事損損害害発発生生通通知知書書  
     年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、     年  月 

  日の○○○○により損害が発生したので、契約書別記第 29条に基づき通知します。 

 

記 

 

 工 事 名                            工 事  

工 事 場 所  

 

〔損害の状況〕 

 

工
事
目
的
物 

名 称 種 別 規格･寸法 単位 総数量 出来形数量 被災数量 管理の状況  

        

仮
設
物 

被 災 の 内 容 管理の状況 

  

工
事
材
料 

被 災 の 内 容 管理の状況 

  

建
設
機
械
器
具 

被 災 の 内 容 管理の状況 

  

（注）１．損害額及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額が請負代金額の 1/100 を超 

     えると認められる場合に提出すること。 

    ２．工事の出来高を確認できる資料及び被災状況を確認できる写真を添付すること。 

    ３．「工事材料」及び「建設機械器具」は、工事現場に搬入済のものであること。 

－22－

様式 

 

様式第 16号 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 〔 受注者 〕 様 

 

                               岩手県知事（公所長）  印 

 

 

請請負負工工事事損損害害状状況況確確認認通通知知書書  

  
     年  月  日付けで損害発生の通知があった次の工事について、下記のとおり損害状 

況の確認結果及び損害による費用の負担額を通知します。 

 

記 

 

 工 事 名                            工 事  

工 事 場 所  

 

〔損害の状況〕 

 

工
事
目
的
物 

名 称 種 別 規格･寸法 単位 総数量 出来形確認数量 被災査定数量 摘   要  

        

仮
設
物 

被災査定内容・数量 摘   要 

  

工
事
材
料 

被災査定内容・数量 摘   要 

  

建
設
機
械
器
具 

被災査定内容・数量 摘   要 

  

－23－

— 22 —— 22 —

様式



様式 

 

様式第 16号 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

 

 〔 受注者 〕 様 

 

                               岩手県知事（公所長）  印 

 

 

請請負負工工事事損損害害状状況況確確認認通通知知書書  

  
     年  月  日付けで損害発生の通知があった次の工事について、下記のとおり損害状 

況の確認結果及び損害による費用の負担額を通知します。 

 

記 

 

 工 事 名                            工 事  

工 事 場 所  

 

〔損害の状況〕 

 

工
事
目
的
物 

名 称 種 別 規格･寸法 単位 総数量 出来形確認数量 被災査定数量 摘   要  

        

仮
設
物 

被災査定内容・数量 摘   要 

  

工
事
材
料 

被災査定内容・数量 摘   要 

  

建
設
機
械
器
具 

被災査定内容・数量 摘   要 

  

－23－
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様式



様式 

 

様式第 16－1 号 

 

 

 

負 

担 

額 

の 

算 

定 

 損害の総額 Ａ 
  

 

内 

訳 

 損 害 の 額  
 

 損害の取片付けに要する費用の額  
 

 契約書別記第54条第1 項の保険等により 

填補される額 
Ｂ 

 

 受注者の善良な管理者の注意義務違反による損害額 Ｃ 
 

 損害合計額     （Ａ－Ｂ－Ｃ） Ｄ 
 

 請負代金額の 1／100 の額 Ｅ 
 

 発注者の負担額     （Ｄ－Ｅ） Ｆ 
 

 受注者の負担額     （Ｄ－Ｆ） Ｇ 
 

 

－24－

様式 

 

様式第 17号 

 

完完      成成      届届  

 

                                  年   月   日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                           受注者  住所 

                                氏名（法人にあっては、その 
名称及び代表者の氏名）        

 

     年  月  日契約の下記工事は、     年  月  日をもって全工程を完成したの

で、契約書別記第 31 条第１項に基づき届出ます。 

 

記 

 

１ 工 事 名                                  工事 

２ 工 事 場 所 

３ 工   期        自         年   月   日 

               至         年   月   日 

４ 請負代金額                          円 

 

－25－
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様式



様式 

 

様式第 17号 

 

完完      成成      届届  

 

                                  年   月   日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                           受注者  住所 

                                氏名（法人にあっては、その 
名称及び代表者の氏名）        

 

     年  月  日契約の下記工事は、     年  月  日をもって全工程を完成したの

で、契約書別記第 31 条第１項に基づき届出ます。 

 

記 

 

１ 工 事 名                                  工事 

２ 工 事 場 所 

３ 工   期        自         年   月   日 

               至         年   月   日 

４ 請負代金額                          円 

 

－25－

— 25 —— 25 —

様式



様式

様式第 18 号 

工工  事事  完完  成成  証証  明明  書書

受 注 者

工 事 場 所 

郡 町 

字 地内 

市 村 

工 事 名 工事 

請 負 代 金 額   金 円 

着手及び完成年月日 
年 月 日 着手 

年 月 日 完成 

 上記工事は、      年 月 日完成検査を行ったところ、契約設計図書のとおり

完成したことを証明いたします。 

年 月 日 

検査員 

氏名 印 

－26－

様式 

様式第 19号 

 

引引        渡渡        書書  

 

                                  年   月   日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                         受注者  住所 

                              氏名（法人にあっては、その名称 
及び代表者の氏名）          

 

 

 １ 工事名   

 

 ２ 工事場所 

 

    上記工事の目的物を本日引き渡します。 

    〔上記工事のうち、下記目的物を本日引き渡します。〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注） 〔  〕は一部完成の場合に記入する。 

－27－
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様式



様式 

様式第 19号 

 

引引        渡渡        書書  

 

                                  年   月   日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                         受注者  住所 

                              氏名（法人にあっては、その名称 
及び代表者の氏名）          

 

 

 １ 工事名   

 

 ２ 工事場所 

 

    上記工事の目的物を本日引き渡します。 

    〔上記工事のうち、下記目的物を本日引き渡します。〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注） 〔  〕は一部完成の場合に記入する。 

－27－

— 27 —— 27 —

様式



 様式第 20 号 

                                      年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名）           

請請        求求        書書  

  次のとおり請求します。 

 

 
請 求 金 額                      円 （        ） 

 

工 事 名                              工 事 

工 事 場 所  

請 負 代 金 額                               円 

 

  前回までの受領済額の内訳 

 

   前金払    第３回   

  第１回    第４回  

  第２回     計  

 

  振込金融機関 名称             口座番号 普通・当座 

 

本件責任・担当者職氏名・連絡先※ 

本件責任者職名・氏名  

担当者職名・氏名  

電子メールアドレス  

ＴＥＬ  

ＦＡＸ  

※ 押印を省略する場合は、本件責任・担当者職氏名・連絡先を記載すること。 
 
 （注） 請求金額欄の（ ）には、請求の別を前金払、部分払又は精算払と表示すること。 

－28－

様式 

 

 様式第 21 号 

 

工工  事事  出出  来来  高高  検検  査査  請請  求求  書書  

 

                                     年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                           受注者  住所 

                                氏名（法人にあっては、その 
名称及び代表者の氏名）          

 

      年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 37 条に

基づき第   回出来高部分の検査を請求します。 

 

記 

 

  １ 工 事 名                              工事 

  ２ 工 事 場 所     

  ３ 工   期       自          年   月   日 

                至          年   月   日 

  ４ 請負代金額                           円 

  ５ 出来高等内訳      別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）１．本書は、部分払請求に係る出来形部分等の確認を請求する場合に使用すること。 

     ２．別紙「別紙(1)工事出来高報告書」及び「別紙(2)工事出来高内訳書」を添付すること。 

－29－
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様式



様式 

 

 様式第 21 号 

 

工工  事事  出出  来来  高高  検検  査査  請請  求求  書書  

 

                                     年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                           受注者  住所 

                                氏名（法人にあっては、その 
名称及び代表者の氏名）          

 

      年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 37 条に

基づき第   回出来高部分の検査を請求します。 

 

記 

 

  １ 工 事 名                              工事 

  ２ 工 事 場 所     

  ３ 工   期       自          年   月   日 

                至          年   月   日 

  ４ 請負代金額                           円 

  ５ 出来高等内訳      別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）１．本書は、部分払請求に係る出来形部分等の確認を請求する場合に使用すること。 

     ２．別紙「別紙(1)工事出来高報告書」及び「別紙(2)工事出来高内訳書」を添付すること。 

－29－
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様式



様式 

様式第 21-1 号 

別紙(1) 

工工事事出出来来高高報報告告書書（（既既済済部部分分検検査査用用））  

年 月 日 

工 事 

区 分 
種 別 細 別 規 格 単 位 

契 約 高 

数 量 ① 

監督職員 

指示での 

変更数量 

計 数 量 

出 来 高 
積 算 

金 額 

④ 

出 来 高 

金 額 

⑤=③×④ 

摘 要 工 種 

数 量 ② 

進 捗 率 

③=②/① 

×100 

注：１．進捗率③（％）は、小数第１位（小数第２位切捨）とする。 

２．工種等毎の出来高金額⑤は、１円単位とし、出来高金額の合計は、千円単位（千円未満切捨）とする。 

 ３．直接工事費の合計の摘要欄には、出来高率（少数第１位（小数第２位切捨））を記載する。 

４．必要に応じて出来高等の内訳書を添付するものとする。 

－30－
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様式



様
式

 

別
紙
(
2
) 

第第
  

号号
  

内内
訳訳

書書
  

名
 

称
 

規
 

格
 

 
単

位
 
 
契

約
高
数
 

 
量

又
は
応
 

 
札

計
数
量
 

 
監

督
職
員
 

 
の

指
示
に
 

 
よ

る
数
量
 

計
数

量
 

出
 

来
 

高
 

 
内

訳
に
お
 

 
け

る
構
成
 

 
比

率
 
②
 

工
事

出
来

高
報

告
書

に
お

け
る

進
捗

率
 

①
×
②

摘
 

要
 

数
 

量
 

進
捗

率
①
 

％
 

％
 

注
：

１
．

内
訳

書
に

お
け

る
構
成

比
率

は
、

内
訳

書
の

各
名
称

毎
の

金
額

比
率

か
ら

算
出
し

、
少

数
３

桁
目

以
下

は
切
り

捨
て

る
。
 

 
２
．

工
事

出
来

高
報

告
書
に

お
け

る
進

捗
率

は
、

構
成
比

率
に

出
来

高
進

捗
率

を
乗
じ

、
少

数
２

桁
目

以
下

は
切
り

捨
て

る
。
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様式



様式 

 

様式第 22号 

第     号                                      

年  月  日 

 

  〔 受注者 〕 様 

 

                          岩手県知事（公所長） 印 

 

工工事事出出来来高高検検査査通通知知書書  

   

年  月  日付けで請求のあった工事出来高の確認について、下記のとおり検査結果を

通知します。 

 

記 

 

工 事 名                          工 事 

工 事 場 所  

 

 

請 負 代 金 額              円 

請 負 代 金 相 当 額 

（ 出 来 高 金 額 ） 
             円  

請負代金相当額×9/10              円  

前 払 金 額              円  

部 分 払 済 額              円  

今 回 支 払 限 度 額              円（算定方法は、契約書別記第 37 条第 7項による） 

当該出来高部分は岩手県営建設工事請負契約書別記第 25 条第 5項の請求の対象とする。 

 

 （注）工事出来高検査請求書の別紙「工事出来高報告書」及び「工事出来高内訳書」の写しを 

添付すること。 

－32－

様式 

 

様式第 23号 

 

 

指指  定定  部部  分分  完完  成成  検検  査査  請請  求求  書書  

 

                                     年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                           受注者  住所 

                                氏名（法人にあっては、その 
名称及び代表者の氏名）          

 

      年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 38 条に

基づき指定部分の完成検査を請求します。 

 

記 

 

  １ 工   事   名                          工事 

  ２ 工 事 場 所         

  ３ 工      期       自          年   月   日 

                   至          年   月   日 

  ４ 請 負 代 金 額                             円 

  ５ 指定部分完成内訳       別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）１．本書は、指定部分の完成検査を請求する場合に使用すること。 

     ２．別紙「指定部分完成内訳書」を添付すること。 

－33－

— 32 —— 32 —

様式



様式 

 

様式第 22号 

第     号                                      

年  月  日 

 

  〔 受注者 〕 様 

 

                          岩手県知事（公所長） 印 

 

工工事事出出来来高高検検査査通通知知書書  

   

年  月  日付けで請求のあった工事出来高の確認について、下記のとおり検査結果を

通知します。 

 

記 

 

工 事 名                          工 事 

工 事 場 所  

 

 

請 負 代 金 額              円 

請 負 代 金 相 当 額 

（ 出 来 高 金 額 ） 
             円  

請負代金相当額×9/10              円  

前 払 金 額              円  

部 分 払 済 額              円  

今 回 支 払 限 度 額              円（算定方法は、契約書別記第 37 条第 7項による） 

当該出来高部分は岩手県営建設工事請負契約書別記第 25 条第 5項の請求の対象とする。 

 

 （注）工事出来高検査請求書の別紙「工事出来高報告書」及び「工事出来高内訳書」の写しを 

添付すること。 

－32－

様式 

 

様式第 23号 

 

 

指指  定定  部部  分分  完完  成成  検検  査査  請請  求求  書書  

 

                                     年  月  日 

 

  岩手県知事（公所長） あて 

 

                           受注者  住所 

                                氏名（法人にあっては、その 
名称及び代表者の氏名）          

 

      年  月  日付けで工事請負契約を締結した次の工事について、契約書別記第 38 条に

基づき指定部分の完成検査を請求します。 

 

記 

 

  １ 工   事   名                          工事 

  ２ 工 事 場 所         

  ３ 工      期       自          年   月   日 

                   至          年   月   日 

  ４ 請 負 代 金 額                             円 

  ５ 指定部分完成内訳       別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）１．本書は、指定部分の完成検査を請求する場合に使用すること。 

     ２．別紙「指定部分完成内訳書」を添付すること。 

－33－

— 33 —— 33 —

様式



様式 

 

様式第 23-1 号 

別紙（１） 

指指  定定  部部  分分  完完  成成  内内  訳訳  書書 

名   称 種   別 規格・寸法 単位 総数量 
監督職員指示 
での変更数量 

指定部分 
完成数量 

検査合格数量 摘 要 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 

                      検査年月日       年   月   日 

                      検査員氏名               印 

－34－

様式 

 

様式第 24号 

                                    第     号 

                                    年  月  日 

 

 〔 受注者 〕 様 

 

                                岩手県知事（公所長） 印 

 

指指定定部部分分完完成成検検査査通通知知書書  
     年  月  日付けで請求のあった指定部分の確認について、下記のとおり検査結果を通知

します。 

記 

 

 
工 事 名                                 工事 

 

工 事 場 所  

 

 

 
請 負 代 金 額 Ａ                    円 

 

 指定部分に相応

する請負代金額 
Ｂ                    円 

 

前 払 金 額 Ｃ                    円 

今 回 支 払 限 度 額                    円  〔Ｂ×（１－Ｃ／Ａ）〕 

 

 （注） 指定部分完成検査請求書の別紙「指定部分完成内訳書」の写しを添付すること。 

 

 

－35－

— 34 —— 34 —

様式



様式 

 

様式第 24号 

                                    第     号 

                                    年  月  日 

 

 〔 受注者 〕 様 

 

                                岩手県知事（公所長） 印 

 

指指定定部部分分完完成成検検査査通通知知書書  
     年  月  日付けで請求のあった指定部分の確認について、下記のとおり検査結果を通知

します。 

記 

 

 
工 事 名                                 工事 

 

工 事 場 所  

 

 

 
請 負 代 金 額 Ａ                    円 

 

 指定部分に相応

する請負代金額 
Ｂ                    円 

 

前 払 金 額 Ｃ                    円 

今 回 支 払 限 度 額                    円  〔Ｂ×（１－Ｃ／Ａ）〕 

 

 （注） 指定部分完成検査請求書の別紙「指定部分完成内訳書」の写しを添付すること。 

 

 

－35－

— 35 —— 35 —

様式



様式 

 

様式第 25号 

                                    年  月  日 

 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

 

                        受注者  住所 

                             氏名（法人にあっては、その名称及び

代表者の氏名）             

 

 

建建設設工工事事請請負負契契約約履履行行不不能能届届  

 下記工事について、○○○○○○○のため、工事を完成する見込みがなくなりましたので届出ます。 

 

記 

 

１ 工 事 名     

２ 工 事 場 所   

３ 契約年月日 

４ 工   期     自        年   月   日 

            至        年   月   日 

５ 請負代金額                      円 

 

－36－

様式 

 

様式第 26号 

                                    第     号 

                                    年  月  日 

 

 

 〔 受注者 〕 様 

 

 

                               岩手県知事（公所長）  印 

 

 

建建設設工工事事請請負負契契約約解解除除通通知知書書  
     年  月  日付けで締結した下記工事に係る建設工事請負契約について、契約書別記第 

○○条第○○号の規定により契約を解除します。 

 なお、契約解除に伴う出来形部分の検査を    年  月  日に行います。 

 

記 

 

 
工 事 名                              工事 

 

工 事 場 所  

請 負 代 金 額                              円 

工 期           年  月  日 ～     年  月  日 

 

 

 
契約解除年月日           年   月   日 

 

 

 

 

（注）「第○○条第○○号」には、第43条各号、第44条各号又は第44条の２各号のうちの該当するい

ずれかを記入すること。 

－37－

— 36 —— 36 —

様式



様式 

 

様式第 25号 

                                    年  月  日 

 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

 

                        受注者  住所 

                             氏名（法人にあっては、その名称及び

代表者の氏名）             

 

 

建建設設工工事事請請負負契契約約履履行行不不能能届届  

 下記工事について、○○○○○○○のため、工事を完成する見込みがなくなりましたので届出ます。 

 

記 

 

１ 工 事 名     

２ 工 事 場 所   

３ 契約年月日 

４ 工   期     自        年   月   日 

            至        年   月   日 

５ 請負代金額                      円 

 

－36－

様式 

 

様式第 26号 

                                    第     号 

                                    年  月  日 

 

 

 〔 受注者 〕 様 

 

 

                               岩手県知事（公所長）  印 

 

 

建建設設工工事事請請負負契契約約解解除除通通知知書書  
     年  月  日付けで締結した下記工事に係る建設工事請負契約について、契約書別記第 

○○条第○○号の規定により契約を解除します。 

 なお、契約解除に伴う出来形部分の検査を    年  月  日に行います。 

 

記 

 

 
工 事 名                              工事 

 

工 事 場 所  

請 負 代 金 額                              円 

工 期           年  月  日 ～     年  月  日 

 

 

 
契約解除年月日           年   月   日 

 

 

 

 

（注）「第○○条第○○号」には、第43条各号、第44条各号又は第44条の２各号のうちの該当するい

ずれかを記入すること。 

－37－

— 37 —— 37 —

様式



様式 

 

様式第 27号 

                                    第     号 

                                    年  月  日 

 

 

 〔 金融機関等又は保険会社 〕  様 

 

 

                                岩手県知事（公所長） 印 

 

 

保保険険金金（（保保証証金金））請請求求書書  

 受注者○○○○と締結した建設工事請負契約（工事名：○○○○○工事）を解除しましたので、下記

金額の支払いを請求します。 

 なお、支払方法については、別途納入通知票を送付しますので、それに従ってください。 

 

記 

 

      請求金額                              円 

 

                      〔 証券番号             〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）１．契約解除通知書の写しを添付すること。 

    ２．請求金額の欄には、違約金の金額（保証（保険）金の金額が違約金の金額未満の場合は保

証（保険）金の金額）を記入すること。 

    ３．証券番号は、証券番号がある場合のみ記載すること。 

    ４．別途調定手続きを行い、納入通知票を金融機関等又は保険会社あて送付すること。 

－38－

様式 

様式第 28-1 号 

                                    年  月  日 

 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

 

                    受注者相続人   住所 

                             氏名             印 

                          （法人にあっては、その名称及び 
代表者の氏名） 

 

建建設設工工事事継継続続施施工工通通知知書書  
     年  月  日付けで岩手県と受注者○○○○との間で建設工事請負契約が締結された下

記工事について、    年  月  日受注者が死亡したため、相続人である私が契約上の権利義務

の一切を承継し工事を継続施工するので通知します。 

 

記 

 

   
工 事 名                             工事 

 

工 事 場 所  

請負代金額                             円 

工   期            年   月   日 ～    年   月   日 

承継年月日            年   月   日 

建 設 業 の 

許   可 

    な し 

  （ 申請中 ） 

年   月   日 

岩手県知事･建設大臣 許可 （般・特    ）第  ―  号 

 

（注）戸（除）籍謄本及び同意書（他に相続人がある場合）を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

－39－

— 38 —— 38 —

様式



様式 

 

様式第 27号 

                                    第     号 

                                    年  月  日 

 

 

 〔 金融機関等又は保険会社 〕  様 

 

 

                                岩手県知事（公所長） 印 

 

 

保保険険金金（（保保証証金金））請請求求書書  

 受注者○○○○と締結した建設工事請負契約（工事名：○○○○○工事）を解除しましたので、下記

金額の支払いを請求します。 

 なお、支払方法については、別途納入通知票を送付しますので、それに従ってください。 

 

記 

 

      請求金額                              円 

 

                      〔 証券番号             〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）１．契約解除通知書の写しを添付すること。 

    ２．請求金額の欄には、違約金の金額（保証（保険）金の金額が違約金の金額未満の場合は保

証（保険）金の金額）を記入すること。 

    ３．証券番号は、証券番号がある場合のみ記載すること。 

    ４．別途調定手続きを行い、納入通知票を金融機関等又は保険会社あて送付すること。 

－38－

様式 

様式第 28-1 号 

                                    年  月  日 

 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

 

                    受注者相続人   住所 

                             氏名             印 

                          （法人にあっては、その名称及び 
代表者の氏名） 

 

建建設設工工事事継継続続施施工工通通知知書書  
     年  月  日付けで岩手県と受注者○○○○との間で建設工事請負契約が締結された下

記工事について、    年  月  日受注者が死亡したため、相続人である私が契約上の権利義務

の一切を承継し工事を継続施工するので通知します。 

 

記 

 

   
工 事 名                             工事 

 

工 事 場 所  

請負代金額                             円 

工   期            年   月   日 ～    年   月   日 

承継年月日            年   月   日 

建 設 業 の 

許   可 

    な し 

  （ 申請中 ） 

年   月   日 

岩手県知事･建設大臣 許可 （般・特    ）第  ―  号 

 

（注）戸（除）籍謄本及び同意書（他に相続人がある場合）を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

－39－

— 39 —— 39 —

様式



様式 

様式第 28-2 号 

                                    年  月  日 

 

 

 

                       相続人  住所 

                            氏名          印 

 

 

同同              意意              書書  
 

 ○○○○○が死亡前に岩手県との間で締結していた下記工事の請負契約により生ずる権利義務の一

切を、相続人○○○○○が承継することについて異議がありません。 

 

記 

 

 
工 事 名                            工事 

 

工 事 場 所  

請 負 代 金 額                            円 

契 約 年 月 日          年   月   日 

工    期          年   月   日 ～    年   月   日 

 

－40－

様式 

様式第 29号 

 

保保  証証  書書  にに  係係  るる  領領  収収  書書  

 

                                    年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名）           

 

 

 下記工事に係る保証書を受領したので、金融機関等に返還すること及び今後、保証書の滅失、き損等

について一切の責任を負うことを約します。 

 

記 

 

 
工 事 名                            工事 

 

工 事 場 所  

契 約 年 月 日              年    月    日 

 

－41－

— 40 —— 40 —

様式



様式 

様式第 28-2 号 

                                    年  月  日 

 

 

 

                       相続人  住所 

                            氏名          印 

 

 

同同              意意              書書  
 

 ○○○○○が死亡前に岩手県との間で締結していた下記工事の請負契約により生ずる権利義務の一

切を、相続人○○○○○が承継することについて異議がありません。 

 

記 

 

 
工 事 名                            工事 

 

工 事 場 所  

請 負 代 金 額                            円 

契 約 年 月 日          年   月   日 

工    期          年   月   日 ～    年   月   日 

 

－40－

様式 

様式第 29号 

 

保保  証証  書書  にに  係係  るる  領領  収収  書書  

 

                                    年  月  日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                          受注者  住所 

                               氏名（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名）           

 

 

 下記工事に係る保証書を受領したので、金融機関等に返還すること及び今後、保証書の滅失、き損等

について一切の責任を負うことを約します。 

 

記 

 

 
工 事 名                            工事 

 

工 事 場 所  

契 約 年 月 日              年    月    日 

 

－41－
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様式



様式 

 

様式第 30号 

支支    給給    品品    受受    領領    書書  

 

                         年   月   日 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                         受 注 者 住所 

                               氏名（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名） 

                         現場代理人 氏名            

 

     年  月  日で締結した次の工事の請負契約に基づく下記物品を受領しました。 

記 

 

 
工  事  名                                工事 

 

工 事 場 所  

 

   品    名    規     格  単位   数  量    備     考  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 （注）部品がある場合は備考欄に部品名（ボルト等）を記入する。 

－42－

様式 

 

様式第 31号 

貸貸    与与    品品    借借    用用    書書  

 

                                  年   月   日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                         受 注 者 住所 

                               氏名（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名） 

                         現場代理人 氏名            

 

     年  月  日で締結した次の工事の請負契約に基づく下記物品を受領しました。 

記 

 

 工  事  名                                工事  

工 事 場 所  

 

 品   名 規  格 単位 数 量 貸与期間 受領場所 返納場所 貸与条件  

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 （注）貸与条件の欄は、物品管理者が貸与する場合に付した条件を記入する。 

－43－
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様式



様式 

 

様式第 31号 

貸貸    与与    品品    借借    用用    書書  

 

                                  年   月   日 

 

 岩手県知事（公所長） あて 

 

                         受 注 者 住所 

                               氏名（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名） 

                         現場代理人 氏名            

 

     年  月  日で締結した次の工事の請負契約に基づく下記物品を受領しました。 

記 

 

 工  事  名                                工事  

工 事 場 所  

 

 品   名 規  格 単位 数 量 貸与期間 受領場所 返納場所 貸与条件  

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 （注）貸与条件の欄は、物品管理者が貸与する場合に付した条件を記入する。 

－43－

— 43 —— 43 —

様式



様式第32-1号 年 月 日
《参　考》

［会社名・事業者ID］

［事業所名・現場ID］

専 門
技 術 者 名

有　 無

資 格 内 容

担 当
工 事 内 容

担 当
工 事 内 容

資 格 内 容

監 理 技 術 者
補 佐 名

資 格 内 容

現 場
代 理 人 名

権限及び意見
申 出 方 法

監理技術者名
主任技術者名

専　任
非専任

資 格 内 容

専 門
技 術 者 名

監 督 員 名
権限及び意見
申 出 方 法

発 注 者 の
監 督 員 名

権限及び意見
申 出 方 法

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

下請契約

元請契約

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

事業所
整理記号等

区分

下請契約

契 約
営 業 所

区 分 名 称 住 所

元請契約

工 期
自 年 月 日

至 年 月 日
契 約 日 年 月 日　

知事　一般

知事　一般

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

発 注 者 名
及 び
住 所

工事業
大臣　特定

第 号 　　年　　月　　日

建 設 業 の
許 可

許　可　業　種 許　可　番　号

施施工工体体制制台台帳帳

大臣　特定
第 号 　　年　　月　　日

許可（更新）年月日

工事業

有　 無一号特定技能外国人の従事の状況(有無) 外国人技能実習生の従事の状況(有無)

－44－

（記入要領）
1

2

3

4

①

②

③

④

⑤

5

6 外国人技能実習生の従事の状況について

7

健康保険等の加入状況の記入要領は次の通り。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在留
資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付するこ
とにより記載を省略することができる。

監理技術者又は主任技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印を付けること。

専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工する
ために必要な主任技術者を記載する。(監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技
術者を兼ねることができる。)

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合
（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加
入」に○印を付けること。元請契約又は下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外され
る場合は「適用除外」に○を付けること。

元請契約欄には元請契約に係る営業所について、下請契約欄には下請契約に係る営業所について
記載すること。なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合には、下請契
約の欄に「同上」と記載すること。

一号特定技能外国人の従事の状況について

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在留
資格（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者（以下「一号特定技
能外国人」という。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○
印を付けること。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る
営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載す
ること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載するこ
と。

事業者ＩＤ、現場ＩＤ、技能者ＩＤについて

事業者ＩＤ、現場ＩＤ、技能者ＩＤは、建設キャリアアップシステムに登録されている場合に記載
すること。（登録していなければ記載不要）

－45－
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様式



様式第32-1号 年 月 日
《参　考》

［会社名・事業者ID］

［事業所名・現場ID］

専 門
技 術 者 名

有　 無

資 格 内 容

担 当
工 事 内 容

担 当
工 事 内 容

資 格 内 容

監 理 技 術 者
補 佐 名

資 格 内 容

現 場
代 理 人 名

権限及び意見
申 出 方 法

監理技術者名
主任技術者名

専　任
非専任

資 格 内 容

専 門
技 術 者 名

監 督 員 名
権限及び意見
申 出 方 法

発 注 者 の
監 督 員 名

権限及び意見
申 出 方 法

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

下請契約

元請契約

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

事業所
整理記号等

区分

下請契約

契 約
営 業 所

区 分 名 称 住 所

元請契約

工 期
自 年 月 日

至 年 月 日
契 約 日 年 月 日　

知事　一般

知事　一般

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

発 注 者 名
及 び
住 所

工事業
大臣　特定

第 号 　　年　　月　　日

建 設 業 の
許 可

許　可　業　種 許　可　番　号

施施工工体体制制台台帳帳

大臣　特定
第 号 　　年　　月　　日

許可（更新）年月日

工事業

有　 無一号特定技能外国人の従事の状況(有無) 外国人技能実習生の従事の状況(有無)

－44－

（記入要領）
1

2

3

4

①

②

③

④

⑤

5

6 外国人技能実習生の従事の状況について

7

健康保険等の加入状況の記入要領は次の通り。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在留
資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付するこ
とにより記載を省略することができる。

監理技術者又は主任技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印を付けること。

専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工する
ために必要な主任技術者を記載する。(監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技
術者を兼ねることができる。)

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合
（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加
入」に○印を付けること。元請契約又は下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外され
る場合は「適用除外」に○を付けること。

元請契約欄には元請契約に係る営業所について、下請契約欄には下請契約に係る営業所について
記載すること。なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合には、下請契
約の欄に「同上」と記載すること。

一号特定技能外国人の従事の状況について

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在留
資格（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者（以下「一号特定技
能外国人」という。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○
印を付けること。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る
営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載す
ること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載するこ
と。

事業者ＩＤ、現場ＩＤ、技能者ＩＤについて

事業者ＩＤ、現場ＩＤ、技能者ＩＤは、建設キャリアアップシステムに登録されている場合に記載
すること。（登録していなければ記載不要）
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様式第32-2号
《参　考》

　

有　 無一号特定技能外国人の従事の状況(有無) 有　 無 外国人技能実習生の従事の状況(有無)

担当工事内容

資格内容

主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

資格内容

現場代理人名 安全衛生責任者名

専門技術者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険

事業所
整理記号等

雇用保険健康保険 厚生年金保険営業所の名称

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

　　年　　月　　日
知事　一般

知事　一般
工事業

大臣　特定
        第　　　　号

厚生年金保険

《下請負人に関する事項》

会 社 名 ・
事 業 者 ID

代 表 者 名

契 約 日

雇用保険

住 所

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

工事業
大臣　特定

        第　　　　号
建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

　　年　　月　　日

年　　　月　　　日　工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日

－46－

※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を「下請
契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合
（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」
に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外される場
合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載する
こと。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る営
業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]　　3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]　　5年以上の実務経験
      3)1級1次検定合格［対応種目］　3年以上の実務経験

　　　4)2級1次検定合格［対応種目］　5年以上の実務経験

      5)その他         　  10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、
本店の労働保険番号を記載すること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在留
資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在留
資格（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者（以下「一号特定技
能外国人」という。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○
印を付けること。

※施工体制台帳の添付書類（建設業法施行規則第１４条の２第２項）

・発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約及び変

更契約の契約書面の写し（公共工事以外の建設工事について締結されるものに係るものは、請負代金

の額に係る部分を除く）
・主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面及び当
該主任技術者又は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者で
あることを証する書面又はこれらの写し
・専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が作成建設
業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し

－47－
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様式第32-2号
《参　考》

　

有　 無一号特定技能外国人の従事の状況(有無) 有　 無 外国人技能実習生の従事の状況(有無)

担当工事内容

資格内容

主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

資格内容

現場代理人名 安全衛生責任者名

専門技術者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険

事業所
整理記号等

雇用保険健康保険 厚生年金保険営業所の名称

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

　　年　　月　　日
知事　一般

知事　一般
工事業

大臣　特定
        第　　　　号

厚生年金保険

《下請負人に関する事項》

会 社 名 ・
事 業 者 ID

代 表 者 名

契 約 日

雇用保険

住 所

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

工事業
大臣　特定

        第　　　　号
建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

　　年　　月　　日

年　　　月　　　日　工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日

－46－

※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を「下請
契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合
（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」
に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外される場
合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載する
こと。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る営
業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]　　3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]　　5年以上の実務経験
      3)1級1次検定合格［対応種目］　3年以上の実務経験

　　　4)2級1次検定合格［対応種目］　5年以上の実務経験

      5)その他         　  10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、
本店の労働保険番号を記載すること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在留
資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在留
資格（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者（以下「一号特定技
能外国人」という。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○
印を付けること。

※施工体制台帳の添付書類（建設業法施行規則第１４条の２第２項）

・発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約及び変

更契約の契約書面の写し（公共工事以外の建設工事について締結されるものに係るものは、請負代金

の額に係る部分を除く）
・主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面及び当
該主任技術者又は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者で
あることを証する書面又はこれらの写し
・専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が作成建設
業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し
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様式第32-3号
《参　考》 年 月 日

　

有　 無

安全衛生推進者名

一号特定技能外国人の従事の状況(有無)

専　任
非専任

資 格 内 容

有　 無

資 格 内 容 担当工事内容

権限及び
意見申出方法

専 門 技 術 者 名

主 任 技 術 者 名

現 場 代 理 人 名 雇用管理責任者名

権限及び
意見申出方法

監 督 員 名 安全衛生責任者名

事業所
整理記号等

営業所の名称

大臣　特定
        第　　　　号 　　年　　月　　日

知事　一般

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

大臣　特定
        第　　　　号 　　年　　月　　日

知事　一般

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

工事業

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日

注文者との
契 約 日

年　　　月　　　日　

工事業

住 所

《自社に関する事項》

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

代表者名

会 社 名 ・
事 業 者 ID

外国人技能実習生の従事の状況(有無)

再再下下請請負負通通知知書書

直 近 上 位
注 文 者 名

元請名称・
事 業 者 ID

【報告下請負業者】
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※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を「下請契
約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用
を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」に○印を付
けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外される場合は「適用除
外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載するこ
と。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る営業所
の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]　　3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]　　5年以上の実務経験
      3)1級1次検定合格［対応種目］　3年以上の実務経験

　　　4)2級1次検定合格［対応種目］　5年以上の実務経験

      5)その他         　  10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店
の労働保険番号を記載すること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在留資格
を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事
する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在留資格
（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者（以下「一号特定技能外国
人」という。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付ける
こと。

－49－

— 48 —— 48 —

様式



様式第32-3号
《参　考》 年 月 日

　

有　 無

安全衛生推進者名

一号特定技能外国人の従事の状況(有無)

専　任
非専任

資 格 内 容

有　 無

資 格 内 容 担当工事内容

権限及び
意見申出方法

専 門 技 術 者 名

主 任 技 術 者 名

現 場 代 理 人 名 雇用管理責任者名

権限及び
意見申出方法

監 督 員 名 安全衛生責任者名

事業所
整理記号等

営業所の名称

大臣　特定
        第　　　　号 　　年　　月　　日

知事　一般

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

大臣　特定
        第　　　　号 　　年　　月　　日

知事　一般

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

工事業

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日

注文者との
契 約 日

年　　　月　　　日　

工事業

住 所

《自社に関する事項》

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

代表者名

会 社 名 ・
事 業 者 ID

外国人技能実習生の従事の状況(有無)

再再下下請請負負通通知知書書

直 近 上 位
注 文 者 名

元請名称・
事 業 者 ID

【報告下請負業者】
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※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を「下請契
約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用
を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」に○印を付
けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外される場合は「適用除
外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載するこ
と。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る営業所
の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]　　3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]　　5年以上の実務経験
      3)1級1次検定合格［対応種目］　3年以上の実務経験

　　　4)2級1次検定合格［対応種目］　5年以上の実務経験

      5)その他         　  10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店
の労働保険番号を記載すること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在留資格
を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事
する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在留資格
（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者（以下「一号特定技能外国
人」という。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付ける
こと。
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様式第32-4号
《参　考》

　

有　 無

主任技術者名

一号特定技能外国人の従事の状況(有無) 有　 無 外国人技能実習生の従事の状況(有無)

安全衛生責任者名

資格内容

担当工事内容

雇用管理責任者名

権限及び
意見申出方法

専　任
非専任

健康保険 厚生年金保険

現場代理人名

専門技術者名資格内容

安全衛生推進者名

厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

健康保険

施工に必要な許可業種

大臣　特定
        第　　　　号

雇用保険
事業所

整理記号等

年　　　月　　　日　

　　年　　月　　日
知事　一般

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

建 設 業 の
許 可

工事業

営業所の名称

工事業

代 表 者 名

住 所
電 話 番 号

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日

大臣　特定
        第　　　　号 　　年　　月　　日

知事　一般

許可（更新）年月日許　可　番　号

《再下請負関係》
再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。

会 社 名
・事業者ID

※再下請通知書の添付書類（建設業法施行規則第１４条の４第３項）

・再下請通知人が再下請人と締結した当初契約及び変更契約の契約書面の写し（公共工事以外の建設工
事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を除く）
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※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る営業所
の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店
の労働保険番号を記載すること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載するこ
と。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在留資格
（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者（以下「一号特定技能外国
人」という。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付ける
こと。

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を「下請契
約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用
を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」に○印を付
けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外される場合は「適用除
外」に○を付けること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在留資格
を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事
する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]　　3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]　　5年以上の実務経験
      3)1級1次検定合格［対応種目］　3年以上の実務経験

　　　4)2級1次検定合格［対応種目］　5年以上の実務経験

      5)その他         　  10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。
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様式第32-4号
《参　考》

　

有　 無

主任技術者名

一号特定技能外国人の従事の状況(有無) 有　 無 外国人技能実習生の従事の状況(有無)

安全衛生責任者名

資格内容

担当工事内容

雇用管理責任者名

権限及び
意見申出方法

専　任
非専任

健康保険 厚生年金保険

現場代理人名

専門技術者名資格内容

安全衛生推進者名

厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

健康保険

施工に必要な許可業種

大臣　特定
        第　　　　号

雇用保険
事業所

整理記号等

年　　　月　　　日　

　　年　　月　　日
知事　一般

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

建 設 業 の
許 可

工事業

営業所の名称

工事業

代 表 者 名

住 所
電 話 番 号

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日

大臣　特定
        第　　　　号 　　年　　月　　日

知事　一般

許可（更新）年月日許　可　番　号

《再下請負関係》
再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。

会 社 名
・事業者ID

※再下請通知書の添付書類（建設業法施行規則第１４条の４第３項）

・再下請通知人が再下請人と締結した当初契約及び変更契約の契約書面の写し（公共工事以外の建設工
事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を除く）

－50－

※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る営業所
の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店
の労働保険番号を記載すること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載するこ
と。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の特定技能の在留資格
（同表の特定技能の項の下欄第一号に係るものに限る。）を決定された者（以下「一号特定技能外国
人」という。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付ける
こと。

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を「下請契
約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。

各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用
を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」に○印を付
けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外される場合は「適用除
外」に○を付けること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在留資格
を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は「有」、従事
する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]　　3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]　　5年以上の実務経験
      3)1級1次検定合格［対応種目］　3年以上の実務経験

　　　4)2級1次検定合格［対応種目］　5年以上の実務経験

      5)その他         　  10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。
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様
式

第
3
2
-
5
号

《
参

　
考

》

自 至
　

一
般

 /
 特

定
一

般
 /

 特
定

一
般

 /
 特

定
一

般
 /

 特
定

担
当

工
事

内
容

元
方

安
全

衛
生

管
理

者
有

　
　

　
・
　

　
　

無
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・
　

　
　

無
有

　
　

　
・
　

　
　

無
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・
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当

工
事
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統
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安
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任
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・
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・
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・
　

　
　

無

　
工

期
年

月
日

～
年

月
日

工工
事事

作作
業業

所所
災災

害害
防防

止止
協協

議議
会会

兼兼
施施

工工
体体

系系
図図

　
　

　
　

　
　

　
年
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の
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事
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の
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/
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の
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全

衛
生

責
任

者
安

全
衛
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任
者
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全

衛
生
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任

者

代
表
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名

代
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代
表
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可
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号
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可
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号
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可

番
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の
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年

月
日

～
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日
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会
社

名
・
事

業
者
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工 事
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・

事
業

者
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工 事
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衛
生
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任

者
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事
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全
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生
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者
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全
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任

者
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者
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表
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可
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号
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可

番
号

許
可

番
号
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可

番
号

　
工

期
年

月
日

～
年

月
日

工 事

会
社

名
・
事

業
者

ID

工 事

会
社

名
・

事
業

者
ID

工 事

会
社

名
・

事
業

者
ID

工 事

会
社

名
・

事
業

者
ID

　
工

期
年

月
日

～
年

月
日
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期
年

月
日
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年

月
日
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期
年

月
日
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年
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日
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門

技
術

者
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門
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一
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業
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技
術
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注

者
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期
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事
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式
第
3
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-
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《
参
　
考
》

一
次
会
社
名

・
事
業
者
I
D

（
　
次
)
会
社
名

・
事
業
者
I
D

（
注
)
１
.
※
印
欄
に
は
次
の
記
号
を
入
れ
る
。

（
注
）
３
．
各
社
別
に
作
成
す
る
の
が
原
則
だ
が
、
リ
ー
ス
機
械
等
の
運
転
者
は
一
緒
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も
よ
い
。

（
注
）
４
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免
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と
が
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。
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．
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な
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。
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金

保
険

年
齢

中
小

企
業

退
職

金
共

済
制

度

雇
入

・
職

長
特

別
教

育
技

能
講

習
免

　
許

受
入

教
育

実
施

年
月

日
技

能
者

I
D

雇
用

保
険

年
　
月
　
日

年
　

月
　

日

歳
年

　
月

　
日

年
　
月
　
日

年
　

月
　

日

歳
年

　
月

　
日

年
　
月
　
日

歳

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　
月
　
日

年
　

月
　

日

歳
年

　
月

　
日

年
　
月
　
日

歳

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　
月
　
日

歳

年
　

月
　

日

歳

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

歳

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

 
 
 
 
 
 
 
…
1
8
歳
未
満
の
作
業
員

（
注
）
５
．
健
康
保
険
欄
に
は
、
左
欄
に
健
康
保
険
の
名
称
（
健
康
保
険
組
合
、
協
会
け
ん
ぽ
、

 
建
設
国
保
、
国
民
健
康
保
険
）
を
記
載
。
上
記
の
保
険
に
加
入
し
て
お
ら
ず
、
後
期
高
齢
者
で

 
あ
る
等
に
よ
り
、
国
民
健
康
保
険
の
適
用
除
外
で
あ
る
場
合
に
は
、
左
欄
に
「
適
用
除
外
」
と
記

 
載
。

 
…
外
国
人
技
能
実
習
生

 
…
１
号
特
定
技
能
外
国
人

（
注
）
６
．
年
金
保
険
欄
に
は
、
左
欄
に
年
金
保
険
の
名
称
（
厚
生
年
金
、
国
民
年
金
）
を
記
載
。

　
各
年
金
の
受
給
者
で
あ
る
場
合
は
、
左
欄
に
「
受
給
者
」
と
記
載
。

（
注
）
２
.
作
業
主
任
者
は
作
業
を
直
接
指
揮
す
る
義
務
を
負
う
の
で
、
同
時
に
施
工
さ
れ
て
い
る
他
の
現
場
や
、
同
一
現
場
に
お
い
て
も

 
 
他
の
作
業
個
所
と
の
作
業
主
任
者
を
兼
務
す
る
こ
と
は
、
法
的
に
認
め
ら
れ
て
い
な
い
の
で
、
複
数
の
選
任
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
注
）
７
．
雇
用
保
険
欄
に
は
右
欄
に
被
保
険
者
番
号
の
下
４
け
た
を
記
載
。
（
日
雇
労
働
被
保

 
険
者
の
場
合
に
は
左
欄
に
「
日
雇
保
険
」
と
記
載
）
事
業
主
で
あ
る
等
に
よ
り
雇
用
保
険
の
適
用

 
除
外
で
あ
る
場
合
に
は
左
欄
に
「
適
用
除
外
」
と
記
載
。

（
注
）
８
．
建
設
業
退
職
金
共
済
制
度
及
び
中
小
企
業
退
職
金
共
済
制
度
へ
の
加
入
の
有
無
に
つ
い

 
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
欄
に
「
有
」
又
は
「
無
」
と
記
載
。

（
注
）
９
．
安
全
衛
生
に
関
す
る
教
育
の
内
容
（
例
：
雇
入
時
教
育
、
職
長
教
育
、
建
設
用
リ
フ
ト

 
の
運
転
の
業
務
に
係
る
特
別
教
育
）
に
つ
い
て
は
「
雇
入
・
職
長
特
別
教
育
」
欄
に
記
載
。

（
注
）
１
０
．
建
設
工
事
に
係
る
知
識
及
び
技
術
又
は
技
能
に
関
す
る
資
格
（
例
：
登
録
○
○
基
幹

 
技
能
者
、
○
級
○
○
施
工
管
理
技
士
）
を
有
す
る
場
合
は
、
「
免
許
」
欄
に
記
載
。

現
作

女

主
職

安
能

習
１
特

未

再

－53－
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様
式
第
3
2
-
6
号

《
参
　
考
》

一
次
会
社
名

・
事
業
者
I
D

（
　
次
)
会
社
名

・
事
業
者
I
D

（
注
)
１
.
※
印
欄
に
は
次
の
記
号
を
入
れ
る
。

（
注
）
３
．
各
社
別
に
作
成
す
る
の
が
原
則
だ
が
、
リ
ー
ス
機
械
等
の
運
転
者
は
一
緒
で
も
よ
い
。

（
注
）
４
．
資
格
・
免
許
等
の
写
し
を
添
付
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 
…
現
場
代
理
人

 
…
作
業
主
任
者
（
（
注
）
2
.
)

 
…
女
性
作
業
員

 
…
主
任
技
術
者

 
…
職
　
長

 
…
安
全
衛
生
責
任
者

 
…
能
力
向
上
教
育

 
…
危
険
有
害
業
務
・
再
発
防
止
教
育

（
注
）
１
１
．
記
載
事
項
の
一
部
に
つ
い
て
、
別
紙
を
用
い
て
記
載
し
て
も
差
し
支
え
な
い
。

作作
　　

　　
業業

　　
　　

員員
　　

　　
名名

　　
　　

簿簿
（
　
　
年
　
　
月
　
　
日
作
成
)

元
請

確
認
欄

事
業
所
の
名
称

・
現
場
I
D

 
本
書
面
に
記
載
し
た
内
容
は
、
作
業

員
名
簿
と
し
て
安
全
衛
生
管
理
や
労

働
災
害
発
生
時
の
緊
急
連
絡
・
対
応

の
た
め
に
元
請
負
業
者
に
提
示
す
る

こ
と
に
つ
い
て
、
記
載
者
本
人
は
同

意
し
て
い
ま
す
。

所
長
名

提
出

日
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

番 号

ふ
り

が
な

職 種
※

生
年

月
日

健
康

保
険

建
設

業
退

職
金

共
済

制
度

教
　

育
・

資
　

格
・

免
　

許
入

場
年

月
日

氏
名

年
金

保
険

年
齢

中
小

企
業

退
職

金
共

済
制

度

雇
入

・
職

長
特

別
教

育
技

能
講

習
免

　
許

受
入

教
育

実
施

年
月

日
技

能
者

I
D

雇
用

保
険

年
　
月
　
日

年
　

月
　

日

歳
年

　
月

　
日

年
　
月
　
日

年
　

月
　

日

歳
年

　
月

　
日

年
　
月
　
日

歳

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　
月
　
日

年
　

月
　

日

歳
年

　
月

　
日

年
　
月
　
日

歳

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　
月
　
日

歳

年
　

月
　

日

歳

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　
月
　
日

年
　
月
　
日

歳

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

 
 
 
 
 
 
 
…
1
8
歳
未
満
の
作
業
員

（
注
）
５
．
健
康
保
険
欄
に
は
、
左
欄
に
健
康
保
険
の
名
称
（
健
康
保
険
組
合
、
協
会
け
ん
ぽ
、

 
建
設
国
保
、
国
民
健
康
保
険
）
を
記
載
。
上
記
の
保
険
に
加
入
し
て
お
ら
ず
、
後
期
高
齢
者
で

 
あ
る
等
に
よ
り
、
国
民
健
康
保
険
の
適
用
除
外
で
あ
る
場
合
に
は
、
左
欄
に
「
適
用
除
外
」
と
記

 
載
。

 
…
外
国
人
技
能
実
習
生

 
…
１
号
特
定
技
能
外
国
人

（
注
）
６
．
年
金
保
険
欄
に
は
、
左
欄
に
年
金
保
険
の
名
称
（
厚
生
年
金
、
国
民
年
金
）
を
記
載
。

　
各
年
金
の
受
給
者
で
あ
る
場
合
は
、
左
欄
に
「
受
給
者
」
と
記
載
。

（
注
）
２
.
作
業
主
任
者
は
作
業
を
直
接
指
揮
す
る
義
務
を
負
う
の
で
、
同
時
に
施
工
さ
れ
て
い
る
他
の
現
場
や
、
同
一
現
場
に
お
い
て
も

 
 
他
の
作
業
個
所
と
の
作
業
主
任
者
を
兼
務
す
る
こ
と
は
、
法
的
に
認
め
ら
れ
て
い
な
い
の
で
、
複
数
の
選
任
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
注
）
７
．
雇
用
保
険
欄
に
は
右
欄
に
被
保
険
者
番
号
の
下
４
け
た
を
記
載
。
（
日
雇
労
働
被
保

 
険
者
の
場
合
に
は
左
欄
に
「
日
雇
保
険
」
と
記
載
）
事
業
主
で
あ
る
等
に
よ
り
雇
用
保
険
の
適
用

 
除
外
で
あ
る
場
合
に
は
左
欄
に
「
適
用
除
外
」
と
記
載
。

（
注
）
８
．
建
設
業
退
職
金
共
済
制
度
及
び
中
小
企
業
退
職
金
共
済
制
度
へ
の
加
入
の
有
無
に
つ
い

 
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
欄
に
「
有
」
又
は
「
無
」
と
記
載
。

（
注
）
９
．
安
全
衛
生
に
関
す
る
教
育
の
内
容
（
例
：
雇
入
時
教
育
、
職
長
教
育
、
建
設
用
リ
フ
ト

 
の
運
転
の
業
務
に
係
る
特
別
教
育
）
に
つ
い
て
は
「
雇
入
・
職
長
特
別
教
育
」
欄
に
記
載
。

（
注
）
１
０
．
建
設
工
事
に
係
る
知
識
及
び
技
術
又
は
技
能
に
関
す
る
資
格
（
例
：
登
録
○
○
基
幹

 
技
能
者
、
○
級
○
○
施
工
管
理
技
士
）
を
有
す
る
場
合
は
、
「
免
許
」
欄
に
記
載
。

現
作

女

主
職

安
能

習
１
特

未

再

－53－
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様式第33号

あて

受注者 住所

氏名　（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

（現場代理人氏名）

　下記のとおり支給品を精算します。

記

工　事　名 契約年月日

支給数量 使用数量 残 数 量

上記精算について調査したところ事実に相違ないことを証明する。
主任監督員 　　　　　

　　　　　　　
証　明  欄

（職氏名）

　　(注)　部品がある場合には、備考欄に部品名（ボルト等）を記入する。

物品管理簿登記

　　年　　月　　日

岩手県知事（公所長）

　　年　　月　　日

備　　　　　考単位

　年　月　日

印

支　　給　　品　　精　　算　　書

　　　数　　　　　　　　量
品　　　　目 規　　格

　　年　　月　　日

－54－

様式第34号

あて

受注者 住所

氏名（法人にあっては、その名称

現場代理人

　　　　　　　　年　　月　　日付けで締結した次の工事の請負契約に基づく貸与品について、
　　　下記のとおり返納します。

記

品目 単位 数量 貸与期間 受領場所 返納場所 貸与条件 備考

貸　与　品　返　納  書

岩手県知事（公所長）

　　　及び代表者の氏名）

工事場所

氏名

　　年　　月　　日

工事名 工事　　　　

－55－
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様式第34号

あて

受注者 住所

氏名（法人にあっては、その名称

現場代理人

　　　　　　　　年　　月　　日付けで締結した次の工事の請負契約に基づく貸与品について、
　　　下記のとおり返納します。

記

品目 単位 数量 貸与期間 受領場所 返納場所 貸与条件 備考

貸　与　品　返　納  書

岩手県知事（公所長）

　　　及び代表者の氏名）

工事場所

氏名

　　年　　月　　日

工事名 工事　　　　

－55－
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様式第35号

岩手県知事（公所長） あて

受注者

現場代理人

　　　年　　月　　日 付けで締結した次の工事における下記の発生品を引き渡します。

記

工　事　名

工事場所

品　　　　名 規　　　　格 単　位

　　(注)　部品がある場合には、備考欄に部品名（ボルト等）を記入する。

　　　年　　月　　日

摘　　　　　　要

現場発生品調書

住所

　　　及び代表者の氏名）

氏名

氏名（法人にあっては、その名称

工事　　　　

数　　　　量

－56－

 

様式第 36 号 
 

  年  月  日 
 

岩手県知事 
あて 
 

受注者              
住所（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名）          

氏名              
 
 
 

第 回中間技術検査部分施工完了届 
 

   年  月  日、次の工事の第  回中間技術検査部分の施工を完了したのでお届けします。 
 

工 事 名 工  事   

工 事 場 所 
郡      町 

          字        地内 
市      村 

契 約 年 月 日        年    月    日 

工 期     年    月    日   着工 
    年    月    日   完成 

今回完了部分の工種

及 び 数 量  

(注) 1．検査が建設技術振興課長専決に係るものについては 2 部提出のこと。 
 
 

 

－57－
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様式第 36 号 
 

  年  月  日 
 

岩手県知事 
あて 
 

受注者              
住所（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名）          

氏名              
 
 
 

第 回中間技術検査部分施工完了届 
 

   年  月  日、次の工事の第  回中間技術検査部分の施工を完了したのでお届けします。 
 

工 事 名 工  事   

工 事 場 所 
郡      町 

          字        地内 
市      村 

契 約 年 月 日        年    月    日 

工 期     年    月    日   着工 
    年    月    日   完成 

今回完了部分の工種

及 び 数 量  

(注) 1．検査が建設技術振興課長専決に係るものについては 2 部提出のこと。 
 
 

 

－57－
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様式第 37 号 
 
 

第 回中間技術検査内訳書 
 

名 称 種 別 規格・ 
寸 法 単位 総数量 監督職員 

指示数量 
指定部分 
数  量 

検査合格 
数  量 摘 要 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 
検査年月日      年  月  日 
検査員氏名           印  

 
 

－58－

 

様式第 38 号 
 

 第     号 
  年  月  日 

 
建設技術振興課総括課長 様 
 

公 所 長 
 
 

工事完成届等進達書 
次の工事について、別紙のとおり完成届等が提出されたので進達します。 

工 事 名  

工 事 場 所  

工事完成届等の種類  

本 庁 所 管 課  

監督員 所属・氏名  

（注）1. 工事完成届等の写しを添付すること。 
   2. 工事完成届等の種類の欄には、提出された工事完成届等の標題を記入すること。 
 

－59－
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様式第 37 号 
 
 

第 回中間技術検査内訳書 
 

名 称 種 別 規格・ 
寸 法 単位 総数量 監督職員 

指示数量 
指定部分 
数  量 

検査合格 
数  量 摘 要 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 
検査年月日      年  月  日 
検査員氏名           印  

 
 

－58－

 

様式第 38 号 
 

 第     号 
  年  月  日 

 
建設技術振興課総括課長 様 
 

公 所 長 
 
 

工事完成届等進達書 
次の工事について、別紙のとおり完成届等が提出されたので進達します。 

工 事 名  

工 事 場 所  

工事完成届等の種類  

本 庁 所 管 課  

監督員 所属・氏名  

（注）1. 工事完成届等の写しを添付すること。 
   2. 工事完成届等の種類の欄には、提出された工事完成届等の標題を記入すること。 
 

－59－
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様式第 40 号 
 

  年  月  日 
 
岩手県知事    あて 
 

 
検 査 員              

              
氏  名              

 
 
 

中間技術検査復命書 
 

  年  月  日、次の工事の中間技術検査を実施した結果、契約設計図書及び仕様書のと

おり完成したことを認めたので復命します。 
 
 

所 管 
 

工 事 名 工 事   

工 事 場 所 
郡      町 

字       地 内 
市      村 

工 期 
         年    月    日   着  手 
 
         年    月    日   完  成 

受 注 者 
 

検 査 工 種 
及 び 数 量 

 

 
 

 
 
 
 

－60－

様式第 41 号 
 
 
 

中間技術検査結果通知書 
 
 

受 注 者 
 

工 事 場 所 
      郡      町 
                字       地 内 
      市      村 

工 事 名 工 事 

請 負 代 金 額 金                        円 

工 期 
       年    月    日   着  手 

 
       年    月    日   完  成 

検 査 工 種 
 

及 び 数 量 

 

 
 
上記工事は、    年  月  日中間技術検査を行ったところ、契約設計図書及び仕様書の

とおり完成したことを確認したので通知します。 
 
 
     年  月  日 
 
 

検 査 員             
             

氏  名          印  
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様式第 40 号 
 

  年  月  日 
 
岩手県知事    あて 
 

 
検 査 員              

              
氏  名              

 
 
 

中間技術検査復命書 
 

  年  月  日、次の工事の中間技術検査を実施した結果、契約設計図書及び仕様書のと

おり完成したことを認めたので復命します。 
 
 

所 管 
 

工 事 名 工 事   

工 事 場 所 
郡      町 

字       地 内 
市      村 

工 期 
         年    月    日   着  手 
 
         年    月    日   完  成 

受 注 者 
 

検 査 工 種 
及 び 数 量 

 

 
 

 
 
 
 

－60－

様式第 41 号 
 
 
 

中間技術検査結果通知書 
 
 

受 注 者 
 

工 事 場 所 
      郡      町 
                字       地 内 
      市      村 

工 事 名 工 事 

請 負 代 金 額 金                        円 

工 期 
       年    月    日   着  手 

 
       年    月    日   完  成 

検 査 工 種 
 

及 び 数 量 

 

 
 
上記工事は、    年  月  日中間技術検査を行ったところ、契約設計図書及び仕様書の

とおり完成したことを確認したので通知します。 
 
 
     年  月  日 
 
 

検 査 員             
             

氏  名          印  
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様
式
第
4
5
-
2
号
　
測
定
結
果
表

受
　
注
　
者

工
　
　
種

現
場
代
理
人

細
　
　
別

測
　
定
　
者

単
位
：
m
m

測
定

項
目

規
格

値

測
点
又
は
区
別

設
計
値

実
測
値

差
設
計
値

実
測
値

差
設
計
値

実
測
値

差
設
計
値

実
測
値

差

注
）
　
基
準
高
に
つ
い
て
は
、
設
計
図
書
に
お
い
て
表
示
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
記
入
す
る
。

（
A
4
版
）

略
図

測
定
結
果
表

－66－

様
式
第
4
5
-
2
号
　
測
定
結
果
表

　
出
来
形
測
定
結
果
記
入
例
（
現
場
打
Ｕ
型
水
路
工
）

工
事
名

受
　
注
　
者

工
　
種

小
型
水
路
工

現
場
代
理
人

細
　
別

現
場
打
水
路
工

測
　
定
　
者

単
位
：
m
m

測
定

項
目

規
格

値

測
点
又
は
区
別

設
計
値

実
測
値

差
設
計
値

実
測
値

差
設
計
値

実
測
値

差
設
計
値

実
測
値

差

N
o
.7

23
,0
0
0

2
3,
00
1

+1
15
0

15
2

+
2

2
00

20
1

+
1

5
00

5
06

+
6

N
o
.9

23
,5
0
0

2
3,
51
1

+
11

15
0

15
8

+
8

2
00

20
4

+
4

5
00

5
01

+
1

N
o
.1
1

24
,0
0
0

2
3,
99
5

-5
15
0

15
4

+
4

20
0

20
7

+
7

5
00

5
00

0

N
o
.1
3

24
,5
0
0

2
4,
48
4

-1
6

15
0

15
3

+
3

20
0

20
7

+
7

5
00

5
07

+
7

N
o
.1
5

25
,0
0
0

2
5,
01
2

+1
2

15
0

15
3

+
3

20
0

20
9

+
9

5
00

5
10

+
10

N
o
.1
7

25
,5
0
0

2
5,
50
4

+4
15
0

15
1

+
1

20
0

20
0

0
5
00

5
15

+
15

N
o
.2
2

1
20

11
9

-1
2
00

2
05

+
5

30
0

30
4

+
4

N
o
.2
4

1
20

12
0

0
2
00

2
01

+
1

30
0

30
8

+
8

N
o
.2
6

1
20

12
0

0
2
00

1
99

-1
30
0

30
1

+
1

注
）
　
基
準
高
に
つ
い
て
は
、
設
計
図
書
に
お
い
て
表
示
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
記
入
す
る
。

（
A
4
版
）

略
図

測
定
結
果
表

ａ
３

-2
0

-
20

-3
0

基
準
高

±
30

ａ
１

ａ
２

ＢＢ

ａ
１

ｔｈ
1

ａ
2

ａ
3 ｈ
2

－67－
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様
式
第
4
5
-
2
号
　
測
定
結
果
表

　
出
来
形
測
定
結
果
記
入
例
（
現
場
打
Ｕ
型
水
路
工
）

工
事
名

受
　
注
　
者

工
　
種

小
型
水
路
工

現
場
代
理
人

細
　
別

現
場
打
水
路
工

測
　
定
　
者

単
位
：
m
m

測
定

項
目

規
格

値

測
点
又
は
区
別

設
計
値

実
測
値

差
設
計
値

実
測
値

差
設
計
値

実
測
値

差
設
計
値

実
測
値

差

N
o
.7

23
,0
0
0

2
3,
00
1

+1
15
0

15
2

+
2

2
00

20
1

+
1

5
00

5
06

+
6

N
o
.9

23
,5
0
0

2
3,
51
1

+
11

15
0

15
8

+
8

2
00

20
4

+
4

5
00

5
01

+
1

N
o
.1
1

24
,0
0
0

2
3,
99
5

-5
15
0

15
4

+
4

20
0

20
7

+
7

5
00

5
00

0

N
o
.1
3

24
,5
0
0

2
4,
48
4

-1
6

15
0

15
3

+
3

20
0

20
7

+
7

5
00

5
07

+
7

N
o
.1
5

25
,0
0
0

2
5,
01
2

+1
2

15
0

15
3

+
3

20
0

20
9

+
9

5
00

5
10

+
10

N
o
.1
7

25
,5
0
0

2
5,
50
4

+4
15
0

15
1

+
1

20
0

20
0

0
5
00

5
15

+
15

N
o
.2
2

1
20

11
9

-1
2
00

2
05

+
5

30
0

30
4

+
4

N
o
.2
4

1
20

12
0

0
2
00

2
01

+
1

30
0

30
8

+
8

N
o
.2
6

1
20

12
0

0
2
00

1
99

-1
30
0

30
1

+
1

注
）
　
基
準
高
に
つ
い
て
は
、
設
計
図
書
に
お
い
て
表
示
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
記
入
す
る
。

（
A
4
版
）

略
図

測
定
結
果
表

ａ
３

-2
0

-
20

-3
0

基
準
高

±
30

ａ
１

ａ
２

ＢＢ

ａ
１

ｔｈ
1

ａ
2

ａ
3 ｈ
2
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様式第 46 号 
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様式 

 

様式第 46 号 

 

－68－

様
式

第
4
7
号

自

上
限

値
至

下
限

値

大
き

さ

間
隔

度
数
図

x
マ

ー
ク

度
数

ｆ

○
P
-
h

値
　

　
　

　
　

　
　

　
上

記
の

両
式

が
成

立
す

れ
ば

ゆ
と

り
が

あ
る

。
（
で

き
れ

ば
α

≧
4
が

望
ま

し
い

）

○
残

差
平

方
和

‥
‥

‥
S
=
∑

（
x-

a）
2
ｆ－

｛
∑

（
x-

a）
ｆ｝

2
/
∑

ｆ＝
　

○
ゆ

と
り

（
a)

の
計

算

許
容

限
界

係
数

h 
（
片

側
危

険
率

5
%
）

（
1
)　

両
側

規
格

の
場

合
‥

‥
‥

○
組

み
分

け
の

幅
‥

‥
管

理
限

界
の

対
象

番
号

(注
）
度

数
図

及
び

組
み

分
け

別
度

数
は

、
各

試
験

値
（
x-

R
s-

R
m

管
理

で
は

、
x）

を
対

象
を

し
て

記
入

す
る

も
の

と
す

る
。

「
ゆ

と
り

の
｣検

討
表

下
限

値
S
L

上
限

値
S
u

規
格

を
割

る
確

率
　

P
h

○
平

均
値

‥
‥

‥
　

　
‥

‥
‥

x-
R
s-

R
m

管
理

に
お

い
て

は
、

管
理

限
界

線
の

計
算

を
し

た
と

き
の

　
　

と
す

る
。

○
不

偏
分

散
の

平
方

根
‥

‥
‥

　
S
=
∑

（
x-

a
）

2
ｆ－

｛
∑

（
x-

a
）
ｆ｝

2
/
∑

ｆ＝

R
’
：
ﾚ
ﾝ
ｼ
ﾞ‥

‥
試

験
値

（
x-

R
s-

R
m

管
理

で
は

xを
い

う
｡）

の
最

大
値

と
  
  
  

  
  
  
  
  
 最

小
値

の
差

N
 ：

組
み

分
け

数
‥

‥
R

’
の

1
/
1
0
～

1
/
5
と

す
る

。

∑

（
x-

a
）

2
（
x-

a
）

2
ｆ

組
み

分
け

（
x-

a
）

（
x-

a
）
ｆ

監
督

員

組
み

分
け

別
度

数
表

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

a=
  
  
  

  
  
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

(x
ま

た
は

適
当

な
数

）

度
　

　
数

　
　

表

測
定

方
法

平
成

　
　

　
　

年
　

　
　

　
月

　
　

　
　

日
　

期
間

受
注

者

現
場

代
理

人

平
成

　
　

　
　

年
　

　
　

　
月

　
　

　
　

日
　

名
称

工
事

名

品
質

特
性

規
格

限
界

測
定

単
位

設
計

基
準

値

日
標

準
準

作
業

量

工
事

　

試
料

測
定

者
名

 (
2
)　

片
側

規
格

の
場

合
‥

‥
‥

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
で

き
れ

ば
4
が

望
ま

し
い

）

S
は

上
限

値
の

場
合

は
S
u

,下
限

値
の

場
合

は
S
L

を
使

用
す

る
.

作
業

機
械

名

変
　

動

係
　

数

規
　

　
　

格
a

ゆ
と

り
の

適
不

適

規
格

に
対

す
る

合
否

（
注

）
管

理
限

界
線

の
引

き
直

し
ご

と
に

管
理

限
界

の
計

算
に

使
用

し
た

試
験

値
を

用
い

度
数

表
を

作
成

し
、

「
ゆ

と
り

」
の

検
討

を
行

う
も

の
と

す
る

。
（
A

4
版

）

 (
3
)　

規
格

を
割

る
確

率
（
P
%
)が

示
さ

れ
て

い
る

場
合

　
　

 (
a)

　
両

側
規

格
の

と
き

‥
‥

　
　

（
b
）
　

片
側

規
格

の
と

き
‥

‥
  
  
  
  

  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  
 S

は
上

限
値

の
場

合
は

S
u,

下
限

値
の

場
合

は
S
L

○
変

動
係

数
‥

‥
‥

VSu
x

VSL
x



V

S
x



3
≧




 VSu
x

3
2 ≧




 VSL
x

3
≧




 V

S
x

h
VSu

x
≧





h

VSL
x

≧2





h
VS

x
≧










1

fS
V

Σ

NR
h


≒

x
x





1

fS
V

Σ





%

10
0

/ x
n

S
C


n
P

1/
4

4.
42

2
1.

43
1.

25
1.

15
1.

09
1.

05
0.

99
0.

95
0.

93
0.

85
0.

67

1/
5

5.
25

2.
43

1.
67

1.
46

1.
36

1.
29

1.
24

1.
18

1.
14

1.
11

1.
03

0.
84

1/
10

7.
53

3.
37

2.
32

2.
04

1.
91

1.
82

1.
77

1.
69

1.
64

1.
6

1.
5

1.
28

1/
20

9.
46

4.
17

2.
87

2.
54

2.
38

2.
28

2.
21

2.
12

2.
06

2.
02

1.
9

1.
64

1/
30

10
.6

4.
62

3.
16

2.
8

2.
62

2.
51

2.
44

2.
34

2.
27

2.
23

2.
14

1.
83

1/
50

11
.6

7
5.

1
3.

56
3.

11
2.

91
2.

79
2.

71
2.

6
2.

53
2.

48
2.

34
2.

05

1/
10

0
13

.1
6

5.
73

3.
93

3.
49

3.
27

3.
14

3.
05

2.
93

2.
85

2.
8

2.
65

2.
33

3
5

10
15

20
25

30
40

50
60

10
0

∞
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様式第49号

自

至

　上限値 大きさ

　下限値 間隔

　　　　　　　測　　　定　　　値
計 平均値 移動範囲

測定値内
の範囲

a b c d Σ X Rs Rm

1
2
3 X Rs
4 平均
5 累計

小計 小計

6 X Rs
7 平均
8 累計

小計 小計
9
10
11 X Rs
12 平均
13 累計
小計 小計
14
15
16
17
18 X Rs
19 平均
20 累計
小計 小計

　記　事 n d1 D4
2 1.13 3.27
3 1.69 2.57
4 2.06 2.28
5 2.33 2.11

（注） 1． 品質特性、測定単位は共通仕様書の品質管理図適用表により記入する。

2． 規格限界、設計基準値は設計図書に定められた値を記入する。

3． 管理限界線の引直しは5-3-5-7-10-10-10方式による。

（備考） 管理限界計算のための予備ﾃﾞｰﾀの区間を示す。

上記の管理限界を適用する区間を示す。

4． 以下最近の20個（平均値Xを1個とする）のﾃﾞｰﾀを用い次の10個に対する管理限界とする。

XX――RRss――RRmm管管理理デデーータターーシシーートト

Rm

Rm

Rm

Rm

1.46
1.29

E2
2.66
1.77

日標準量

期間

受注者

現場代理人氏名

測定者氏名

監督員

月日
試験
番号

　年　月　日

　年　月　日

工事名

作業機械名設計基準値

規格
限界

試料

名称

品質・特性

測定単位

－71－
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様式第49号

XX――RRss――RRmm管管理理デデーータターーシシーートト その2

　　　　　　　測　　　定　　　値
計 平均値 移動範囲

測定値内
の範囲

a b c d Σ X Rs Rm

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計
　記　事 n d1 D4 E2

2 1.13 3.27 2.66
3 1.69 2.57 1.77
4 2.06 2.28 1.46
5 2.33 2.11 1.29

月日
試験
番号

－72－
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様式第49号

XX――RRss――RRmm管管理理デデーータターーシシーートト その2

　　　　　　　測　　　定　　　値
計 平均値 移動範囲

測定値内
の範囲

a b c d Σ X Rs Rm

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計
　記　事 n d1 D4 E2

2 1.13 3.27 2.66
3 1.69 2.57 1.77
4 2.06 2.28 1.46
5 2.33 2.11 1.29

月日
試験
番号

－72－

様
式

第
5
0
号

自
上

限
値

至
下

限
値

大
き

さ
間

隔

X R
s

R
m

組
の
番
号

記
事

測
定

方
法

設
計

基
準

値
名

称
品

質
特

性
測

定
単

位

工
事

名
日

標
準

量XX
――
RR
ss――
RR
mm
管管
理理
図図

出
張
所
・
監
督
官

受
注

者
現
場
代
理
人
氏
名

期
間

規
格
限
界

試
料

測
定

者
氏

名
作

業
機

械
名
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様式第51号

くい打成績表

工事名

打込箇所 現場代理人

月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日

設計支持力 公式

a
測定前く
い頭の高
さ（cm）

b
打撃
回数

（回）

c
測定後く
い頭の高
さ（cm）

沈下量
J=a-c/b
（cm）

くい打込み
月日

くい番号
くい径
（cm）

R
モンキー
の重さ
（t）

h
モンキー
の落下高
（cm）

支持力P
（t）

測定者 摘　要

くい配置図

－74－
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様式第51号

くい打成績表

工事名

打込箇所 現場代理人

月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日

設計支持力 公式

a
測定前く
い頭の高
さ（cm）

b
打撃
回数

（回）

c
測定後く
い頭の高
さ（cm）

沈下量
J=a-c/b
（cm）

くい打込み
月日

くい番号
くい径
（cm）

R
モンキー
の重さ
（t）

h
モンキー
の落下高
（cm）

支持力P
（t）

測定者 摘　要

くい配置図

－74－
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様式第 53号 
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様式第 56号 
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様式第 55号 

 

 

－78－
 

様式第 56号 
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様式第 58号 

 

 

－81－

— 80 —— 80 —

様式
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様式第 60号 
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－85－

— 85 —— 85 —

様式



様式第 63号 

  

 

－86－

様式第 64号 

  

 

－87－

— 86 —— 86 —

様式
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様式第 64号 

  

 

－87－

— 87 —— 87 —

様式
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様式第 66号 
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様式第 74号 
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様式第 73号 
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様式第 74号 
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様式第 75号 
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様式第 76号 
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様式第89号

工事名 位　　置

試料採取
地　　名

現場代理人

測　定　者

測定
年月日

天候
A
kg

B
kg

C
l

D
kg

比重＝A/D

(注） A　容器＋試料質量

B　容器の質量　

C　容器の容積

D　試料の質量

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

軽盛単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

骨材の単位容積重量試験（JIS　A1104）

標準単重

単位容積重量＝D/C

－112－
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様式第89号

工事名 位　　置

試料採取
地　　名

現場代理人

測　定　者

測定
年月日

天候
A
kg

B
kg

C
l

D
kg

比重＝A/D

(注） A　容器＋試料質量

B　容器の質量　

C　容器の容積

D　試料の質量

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

軽盛単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

骨材の単位容積重量試験（JIS　A1104）

標準単重

単位容積重量＝D/C

－112－

様式第 90号 

  

 

－113－

— 113 —— 113 —

様式



様式第 91号 

  

 

－114－

様式第 92号 

  

 

－115－

— 114 —— 114 —

様式



様式第 91号 

  

 

－114－

様式第 92号 

  

 

－115－

— 115 —— 115 —

様式



様
式
第
9
3
号

工
事

名

（
A

4
版

）

供
試

体
番

号
N

o
.

材
　

齢
（
日

）
実

　
　

　
　

 測
空

気
量

 （
％

）

現
場

代
理

人

測
 　

定
　

 者

用
　

 途
（
構

造
物

名
）

単
位

ｾ
ﾒ
ﾝ

ﾄ量
(C

)実
　

　
　

　
 測

ｽ
ﾗ
ﾝ

ﾌ
ﾟ 
 （

cm
）

圧
縮

強
度

（
N

/
m

㎡
）

設
計

ス
ラ

ン
プ

設
計

空
気

量

水
ｾ

ﾒ
ﾝ

ﾄ比
（
W

/
C

）

破
　

　
　

壊
荷

重
（
kN

）
供

 試
 体

重
量

（
kg

）
試

  
  
 験

年
 月

 日

配
　

 合
　

 強
 　

度

粗
骨

材
最

大
寸

法

モ
ル

タ
ル

及
び

コ
ン

ク
リ
ー

ト
圧

縮
強

度
試

験
（
JI

S
 A

 1
1
0
8
)

摘
　

　
　

要

備
　

　
　

　
　

考

製
　

　
 作

年
 月

 日

呼
 　

び
 　

強
 　

度
細

骨
材

率
（
s/

a）

－116－
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様
式
第
9
4
号

工
事

名

（
A

4
版

）

備
　

　
　

　
　

考

製
　

　
 作

年
 月

 日

呼
 　

び
 　

強
 　

度
細

骨
材

率
（
s/

a）

モ
ル

タ
ル

及
び

コ
ン

ク
リ
ー

ト
曲

げ
強

度
試

験
（
JI

S
 A

 1
1
0
6
)

摘
　

　
　

要

配
　

 合
　

 強
 　

度

粗
骨

材
最

大
寸

法

試
  
  
 験

年
 月

 日
供

 試
 体

重
量

（
kg

）

設
計

ス
ラ

ン
プ

設
計

空
気

量

水
ｾ

ﾒ
ﾝ

ﾄ比
（
W

/
C

）

破
　

　
　

壊
荷

重
（
kN

）
曲

げ
強

度
（
N

/
m

㎡
）

単
位

ｾ
ﾒ
ﾝ

ﾄ量
(C

)実
　

　
　

　
 測

ｽ
ﾗ
ﾝ

ﾌ
ﾟ 
 （

cm
）

現
場

代
理

人

測
 　

定
　

 者

用
　

 途
（
構

造
物

名
）

供
試

体
番

号
N

o
.

材
　

齢
（
日

）
実

　
　

　
　

 測
空

気
量

 （
％

）
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様式第 96号 
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様
式
第

9
5
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－118－
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－120－

様式第98号

工事名

位　置

工種名 現場代理人

試験年月日 測　定　者

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

37.5～31.5
31.5～26.5
26.5～19.0
19.0～13.2
13.2～4.75
4.75～2.36
2.36～600μm

600～300
300～150
150～75
75以下
計

アスファルト混合物（骨材）合成粒度曲線

ホットビンにおけるふるい分け試験

第1ビン 第2ビン 第3ビン 第4ビン 第5ビン 石　　粉 合成粒度

粒度範囲
指定粒度

ふるい目

の大きさ(mm)

種別

ホットビン

－121－

— 120 —— 120 —
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様式第 97号 

 

 
 

－120－

様式第98号

工事名

位　置

工種名 現場代理人

試験年月日 測　定　者

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

37.5～31.5
31.5～26.5
26.5～19.0
19.0～13.2
13.2～4.75
4.75～2.36
2.36～600μm

600～300
300～150
150～75
75以下
計

アスファルト混合物（骨材）合成粒度曲線

ホットビンにおけるふるい分け試験

第1ビン 第2ビン 第3ビン 第4ビン 第5ビン 石　　粉 合成粒度

粒度範囲
指定粒度

ふるい目

の大きさ(mm)

種別

ホットビン

－121－
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様式第99号

現場代理人：

調査場所名

日深度

累計

累計 記号 分類 色調
硬　　軟

その他記事 長さ 採取率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

地下水については、湧水、漏水などが起こった場合、その深度水量について記載する。
掘進の難易について記載する。
その他・気づいた点を詳細に記載する。

（注）本表は1週間まとめて提出することができる。

機械ボーリング作業日報

工　事　名

調査地点番号

掘進深度

地下水
湧　水
漏　水

岩　　　　相深　度 コ　ア

作業内容

調査地点標高 予定深度

調査月日

能　　力機　械　名

試料
番号

ビット
名

摘　　要

孔　　径

使用材料

掘進速度

cm/min
回転数
回/min

摘　要
月
/
日

天　　候

－122－
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様式第101号

１．探傷剤及び条件
分

探傷表面状態 気温 開始時 度
（ ） 終了時 度

２．試験結果

【 】mm

【 】 mm

欠陥個数 最大欠陥長 隣接欠陥距離
【 】箇所 【 】mm 【 】mm

欠陥個数 最大欠陥長
【 】箇所 【 】mm

３．欠陥略図

浸透探傷試験記録書

工事名

杭番号

検査員氏名

確認員氏名

浸透時間検査方法

検査月日

使用液製品名 製造会社

分 現像時間

浸透液
現像液
洗浄液

ロット番号

判　定　

－124－

様式第102号

1．試験条件

2．試験結果の判定 母材の厚さ（ ） 試験視野（ ）

第1種のきず
㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点 （ ）類
第4種のきず

㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点 （ ）類
第2種のきず

㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点 （ ）類
第3種のきず

総合
（ ）類

（ ）類

小計

No.1
No.2
No.3

きず番号 きず長径 きず点数 個別分類
小計

No.1
No.2
No.3

きず点数 個別分類

No.3
小計

No.1
No.2

きず番号 きず長径

きず点数きず長径

（a）現像液・現像温度・現像時間（手現像）
（b）自動現像機名及び現像液（自動現像）

きず番号
きずの区分

総合分類個別分類

現像条件

（a）放射線透過装置名
（b）実行焦点寸法
（c）フィルム及び像感紙の種類
（d）透過度計の種類
（e）階調計の種類
（a）使用管電圧又は放射性同位元素の種類
（b）使用管電流又は放射線の強さ
（c）露出時間
（a）L1＋L2

使用装置
及び材料

撮影条件

撮影配置 （b）L2
（c）L3

撮影年月日

試験技術者
の所属氏名

確認員氏名

確認月日

放射線透過試験記録書

工事名

杭番号

杭の材質
母材の肉厚mm

－125－
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様式第101号

１．探傷剤及び条件
分

探傷表面状態 気温 開始時 度
（ ） 終了時 度

２．試験結果

【 】mm

【 】 mm

欠陥個数 最大欠陥長 隣接欠陥距離
【 】箇所 【 】mm 【 】mm

欠陥個数 最大欠陥長
【 】箇所 【 】mm

３．欠陥略図

浸透探傷試験記録書

工事名

杭番号

検査員氏名

確認員氏名

浸透時間検査方法

検査月日

使用液製品名 製造会社

分 現像時間

浸透液
現像液
洗浄液

ロット番号

判　定　

－124－

様式第102号

1．試験条件

2．試験結果の判定 母材の厚さ（ ） 試験視野（ ）

第1種のきず
㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点 （ ）類
第4種のきず

㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点 （ ）類
第2種のきず

㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点

㎜ 点 （ ）類
第3種のきず

総合
（ ）類

（ ）類

小計

No.1
No.2
No.3

きず番号 きず長径 きず点数 個別分類
小計

No.1
No.2
No.3

きず点数 個別分類

No.3
小計

No.1
No.2

きず番号 きず長径

きず点数きず長径

（a）現像液・現像温度・現像時間（手現像）
（b）自動現像機名及び現像液（自動現像）

きず番号
きずの区分

総合分類個別分類

現像条件

（a）放射線透過装置名
（b）実行焦点寸法
（c）フィルム及び像感紙の種類
（d）透過度計の種類
（e）階調計の種類
（a）使用管電圧又は放射性同位元素の種類
（b）使用管電流又は放射線の強さ
（c）露出時間
（a）L1＋L2

使用装置
及び材料

撮影条件

撮影配置 （b）L2
（c）L3

撮影年月日

試験技術者
の所属氏名

確認員氏名

確認月日

放射線透過試験記録書

工事名

杭番号

杭の材質
母材の肉厚mm

－125－
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様式第103号

現場代理人

監理技術者

主任技術者

施工管理担当者

基準膜厚合計値 μ

測定者

測定位置

測定値

1 2 3 4 5 計 平均Xi
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25

  N

平均値 X＝ ΣXi
 i=1

標準偏差　

測定時点

塗装膜厚測定表

測定位置

塗装系

測定月日

工事名

ロット番号

合計

工種名

受注者

標準偏差　S＝平均値X＝

X－Xi （X－Xi）
2

1
N

－126－

— 126 —— 126 —

様式



様式第103号

現場代理人

監理技術者

主任技術者

施工管理担当者

基準膜厚合計値 μ

測定者

測定位置

測定値

1 2 3 4 5 計 平均Xi
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25

  N

平均値 X＝ ΣXi
 i=1

標準偏差　

測定時点

塗装膜厚測定表

測定位置

塗装系

測定月日

工事名

ロット番号

合計

工種名

受注者

標準偏差　S＝平均値X＝

X－Xi （X－Xi）
2

1
N

－126－

— 127 —— 127 —

様式



様
式

第
1
0
5
号

0
1

2
3

4
5

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

昼
夜

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

（
記

事
欄

）

（
注

）
待

機
を

命
令

し
た

時
刻

に
○

印
、

出
動

を
命

令
し

た
時

刻
に

※
印

を
記

入
す

る
こ

と
。

工
事

　
年

　
月

　
日

　
曜

日
天

気
気

温
降

雪
量

現
場

代
理

人

除
　

　
雪

　
　

作
　

　
業

　
　

日
　

　
報

時
間

計
作

業
時

間
作

業
区

間
作

業
内

容
作

　
業

　
量

運
転

内
容

機
械
名

建
設
機
械
番
号

－128－

— 128 —— 128 —

様式



様
式

第
1
0
5
号

0
1

2
3

4
5

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

昼
夜

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

実
作

業

そ
の

他

（
記

事
欄

）

（
注

）
待

機
を

命
令

し
た

時
刻

に
○

印
、

出
動

を
命

令
し

た
時

刻
に

※
印

を
記

入
す

る
こ

と
。

工
事

　
年

　
月

　
日

　
曜

日
天

気
気

温
降

雪
量

現
場

代
理

人

除
　

　
雪

　
　

作
　

　
業

　
　

日
　

　
報

時
間

計
作

業
時

間
作

業
区

間
作

業
内

容
作

　
業

　
量

運
転

内
容

機
械
名

建
設
機
械
番
号

－128－

様
式

第
1
0
6
号

主
任

監
督

員
監

　
督

　
員

（
月

分
）

工
事

機
種

工
種

新
雪

除
雪

拡
幅

除
雪

路
面

整
正

運
搬

排
雪

氷
盤

処
理

そ
の

他

計

除
雪

月
報

現
場

代
理

人

工
種

別
延

稼
働

時
間

運
搬

排
雪

車

歩
道

除
雪

車
（

S
R
）

備
考

ス
ノ

ー
メ

ル
タ

ー
（

M
）

ト
ラ

ク
タ

ー
シ

ョ
ベ

ル
（

S
）

ダ
ン

プ
ト

ラ
ッ

ク
及

び
ト

ラ
ッ

ク
（

T
）

ブ
ル

及
び

タ
イ

ヤ
ド

ー
ザ

ー
　

（
B
）

ス
ノ

ー
ロ

ー
ダ

ー
（

L
）

公
所

名
除

雪
グ

レ
ー

ダ
ー

（
G
）

除
雪

ト
ラ

ッ
ク

（
P
O
）

ロ
ー

タ
リ

除
雪

車
（

R
）

－129－
— 129 —— 129 —

様式



様式第107号

工事名：

受注者： 現場代理人氏名：

10月 11月 12月 1月 2月 3月 点検実施予定者等

記入例 保有区分：貸付機械は「甲」、請負者持込み機械は「乙」と記入する。

点検実施予定：点検を予定している内容について凡例により内容を記入する。

・上段：道路運送車両法に基づく定期点検整備

凡例：「1ヶ月」-1ヶ月点検、「3ヶ月」-3ヶ月点検、「6ヶ月」-6ヶ月点検、「12ヶ月」-12ヶ月点検、

　　　「24ヶ月」-24ヶ月点検

・下段：労働安全衛生規則に基づく点検及び自主点検

凡例：「1ヶ月」-1ヶ月以内点検、「定期」-定期自主検査、「特定」-特定自主検査

除雪機械点検整備計画書

保存
区分

機械名 規　格 機械番号 備考
点　検　等　実　施　予　定

－130－

様式第108号

　　　年　　　月　　　日

主任監督員

監 督 員

上記事項について指示します。

上記事項について了解しました。 現場代理人

　　　年　　　月　　　日 主任技術者

（A4版）

工　事　名

指
　
　
示
　
　
事
　
　
項

除雪機械に関する指示票

－131－

— 130 —— 130 —

様式



様式第107号

工事名：

受注者： 現場代理人氏名：

10月 11月 12月 1月 2月 3月 点検実施予定者等

記入例 保有区分：貸付機械は「甲」、請負者持込み機械は「乙」と記入する。

点検実施予定：点検を予定している内容について凡例により内容を記入する。

・上段：道路運送車両法に基づく定期点検整備

凡例：「1ヶ月」-1ヶ月点検、「3ヶ月」-3ヶ月点検、「6ヶ月」-6ヶ月点検、「12ヶ月」-12ヶ月点検、

　　　「24ヶ月」-24ヶ月点検

・下段：労働安全衛生規則に基づく点検及び自主点検

凡例：「1ヶ月」-1ヶ月以内点検、「定期」-定期自主検査、「特定」-特定自主検査

除雪機械点検整備計画書

保存
区分

機械名 規　格 機械番号 備考
点　検　等　実　施　予　定

－130－

様式第108号

　　　年　　　月　　　日

主任監督員

監 督 員

上記事項について指示します。

上記事項について了解しました。 現場代理人

　　　年　　　月　　　日 主任技術者

（A4版）

工　事　名

指
　
　
示
　
　
事
　
　
項

除雪機械に関する指示票

－131－

— 131 —— 131 —

様式



様式第110号

　　　年　　　月　　　日

現場代理人

主任技術者

上記事項について報告します。

上記事項について確認しました。 主任監督員

　　　年　　　月　　　日 監 督 員

（A4版）

工　　事　　名

除雪機械の修理整備等に関する報告書

報
　
　
告
　
　
事
　
　
項

－133－

— 132 —— 132 —

様式



様式第110号

　　　年　　　月　　　日

現場代理人

主任技術者

上記事項について報告します。

上記事項について確認しました。 主任監督員

　　　年　　　月　　　日 監 督 員

（A4版）

工　　事　　名

除雪機械の修理整備等に関する報告書

報
　
　
告
　
　
事
　
　
項

－133－

— 133 —— 133 —

様式



様
式
第
1
1
1
号

１
．
発
注
者
側
連
絡
先

公
所

名
電

話
：

F
　
A
　
X
　
：

住
所

主
任

監
督

員
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

監
督

員
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

２
．
発
注
者
側
連
絡
先

公
所

名
電

話
：

F
　
A
　
X
　
：

住
所

主
任

監
督

員
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

監
督

員
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

３
．
受
注
者
側
連
絡
先

会
社

名
電

話
：

F
　
A
　
X
　
：

会
社

住
所

現
場

代
理

人
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

主
任

技
術

者
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

機
械
関
係
担
当
者
等

自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

（
A
4
版
）

工
事
名
：

公
所
名
：

工
区
：

連
　
　
絡
　
　
先
　
　
一
　
　
覧
　
　
表

－134－

〔別紙〕 

   第 報・最 終                       年  月  日 

                              午前・午後  時  分 

 

 岩手県知事（公所長） あて             

                               

現場代理人氏名         

 

事 故 発 生 状 況 報 告 書 

 

１ 発 生 日 時       年  月  日  午前・午後  時  分頃 

２ 事故発生場所   

３ 工   事   名                         工事 

４ 受 注 者 名   

   

元請負人 

所在地  

会社名  

代表者      ℡        

   

   

下請負人 

所在地  

会社名  

代表者 ℡                   

  （注 1）下請負人の欄は、下請負人が事故を起こした場合のみ記入のこと。 
  （注 2）下請負人が一人親方等の場合は、会社名に「一人親方等」と記入すること。 

 

５ 元 請 負 金 額              円 

６ 元  請  工  期  着 手     年  月  日 

           完 成      年  月  日 

 

 

－135－

— 134 —— 134 —

様式



様
式
第
1
1
1
号

１
．
発
注
者
側
連
絡
先

公
所

名
電

話
：

F
　
A
　
X
　
：

住
所

主
任

監
督

員
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

監
督

員
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

２
．
発
注
者
側
連
絡
先

公
所

名
電

話
：

F
　
A
　
X
　
：

住
所

主
任

監
督

員
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

監
督

員
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

３
．
受
注
者
側
連
絡
先

会
社

名
電

話
：

F
　
A
　
X
　
：

会
社

住
所

現
場

代
理

人
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

主
任

技
術

者
自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

機
械
関
係
担
当
者
等

自
宅
電
話
：

留
守
宅
電
話
：

（
A
4
版
）

工
事
名
：

公
所
名
：

工
区
：

連
　
　
絡
　
　
先
　
　
一
　
　
覧
　
　
表

－134－

〔別紙〕 

   第 報・最 終                       年  月  日 

                              午前・午後  時  分 

 

 岩手県知事（公所長） あて             

                               

現場代理人氏名         

 

事 故 発 生 状 況 報 告 書 

 

１ 発 生 日 時       年  月  日  午前・午後  時  分頃 

２ 事故発生場所   

３ 工   事   名                         工事 

４ 受 注 者 名   

   

元請負人 

所在地  

会社名  

代表者      ℡        

   

   

下請負人 

所在地  

会社名  

代表者 ℡                   

  （注 1）下請負人の欄は、下請負人が事故を起こした場合のみ記入のこと。 
  （注 2）下請負人が一人親方等の場合は、会社名に「一人親方等」と記入すること。 

 

５ 元 請 負 金 額              円 

６ 元  請  工  期  着 手     年  月  日 

           完 成      年  月  日 

 

 

－135－

— 135 —— 135 —

様式



７ 被 害 内 容（記入欄不足の場合は、適宜別紙に記すこと。） 

 

 

人的被害 

住  所 ℡          

氏 名 等                    男・女  才 

職 業 名  

就業先名                   ℡ 

職種名等 （勤務年数）  年 

負傷内容  

収 容 先                   ℡ 

 

 

物的被害 

物 件 名  

管理（所 

有）者名

及び住所 

 

                  ℡ 

使用者名 

及び 

住  所 

                   

男・女  才 

                  ℡ 

被害程度  

応急処置  

 

事 故 内 容 

（簡略に記入する） 

 

 

 

 

８ 事故概要と経過（別紙とし様式自由） 

９ 添付資料（現場状況写真、位置図、平面図、横断図、事故発生状況図、請負契約○写、 

 施工体制台帳、施工体系図、下請負契約書○写、県外業者との下請契約締結報告書○写、

現場代理人等通知書○写、診断書○写、死傷病報告書○写、指名停止事由通報書、今後の

安全措置状況、その他） 

未添付資料は「   」で消すこと。 

－136－

様
式

第
1
1
3
号

　
年

　
月

　
日

品
　

質
　

証
　

明
　

書

工
事

名
 
：

品
　

質
　

証
　

明
　

事
　

項
実

　
施

　
日

箇
　

　
　

　
所

記
　

　
　

　
事

　
　
　
　
　
別
紙
検
査

表
に

よ
り

検
査

し
た

結
果

、
工

事
請

負
契
約
書
、
図
面
、
仕
様
書
、
そ
の
他
の
関
係
図
書
に
示
さ
れ
た
品
質
を
確
保
し

て
　

　
　
　
　
い
る
こ
と

を
確

認
し

た
の

で
報

告
し

ま
す

。

受
注

者
　

住
　

所

氏
　

名

品
質

証
明

員
氏

名

品
　

　
質

　
　

証
　

　
明

　
　

記
　

　
事

— 136 —— 136 —

様式



７ 被 害 内 容（記入欄不足の場合は、適宜別紙に記すこと。） 

 

 

人的被害 

住  所 ℡          

氏 名 等                    男・女  才 

職 業 名  

就業先名                   ℡ 

職種名等 （勤務年数）  年 

負傷内容  

収 容 先                   ℡ 

 

 

物的被害 

物 件 名  

管理（所 

有）者名

及び住所 

 

                  ℡ 

使用者名 

及び 

住  所 

                   

男・女  才 

                  ℡ 

被害程度  

応急処置  

 

事 故 内 容 

（簡略に記入する） 

 

 

 

 

８ 事故概要と経過（別紙とし様式自由） 

９ 添付資料（現場状況写真、位置図、平面図、横断図、事故発生状況図、請負契約○写、 

 施工体制台帳、施工体系図、下請負契約書○写、県外業者との下請契約締結報告書○写、

現場代理人等通知書○写、診断書○写、死傷病報告書○写、指名停止事由通報書、今後の

安全措置状況、その他） 

未添付資料は「   」で消すこと。 

－136－

様
式

第
1
1
3
号

　
年

　
月

　
日

品
　

質
　

証
　

明
　

書

工
事

名
 
：

品
　

質
　

証
　

明
　

事
　

項
実

　
施

　
日

箇
　

　
　

　
所

記
　

　
　

　
事

　
　
　
　
　
別
紙
検
査

表
に

よ
り

検
査

し
た

結
果

、
工

事
請

負
契
約
書
、
図
面
、
仕
様
書
、
そ
の
他
の
関
係
図
書
に
示
さ
れ
た
品
質
を
確
保
し

て
　

　
　
　
　
い
る
こ
と

を
確

認
し

た
の

で
報

告
し

ま
す

。

受
注

者
　

住
　

所

氏
　

名

品
質

証
明

員
氏

名

品
　

　
質

　
　

証
　

　
明

　
　

記
　

　
事
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1
/
4

様
式

１
・
イ

再
生

資
源

利
用

計
画

書
　

－
建

設
資

材
搬

入
工

事
用

－－
「
建

設
リ

サ
イ

ク
ル

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
、

「
建

設
リ

サ
イ

ク
ル

法
第

1
1
条

通
知

別
表

」
対

応
版

－

千
百

十
千

百
十

工
事

種
別

コ
ー

ド
*
3

億
億

億
億

万
万

万
万

1
万

円
未

満
四

捨
五

入
千

百
十

百
十

万
円

（
税

込
み

）
億

万
万

万
万

1
万

円
未

満
四

捨
五

入
万

万
万

千
百

十
一

住
所

コ
ー

ド
万

円
（
税

込
み

）

建建
築築

・・
解解

体体
工工

事事
のの

みみ

右右
欄欄

にに
記記

入入
しし

てて
下下

ささ
いい

2
.建

設
資

材
利

用
計

画
左

記
の

う
ち

、
再

生
資

材
の

利
用

状
況

（
再

生
資

材
を

利
用

し
た

場
合

に
記

入
し

て
下

さ
い

）

再
生

資
材

利
用

量
（
Ｂ

）
小

数
点

第
三

位
ま

で
小

数
点

第
三

位
ま

で

％ ％

ト
　

ン
ト

　
ン

％ ％ ％

ト
　

ン
ト

　
ン

％ ％ ％

ト
　

ン
ト

　
ン

％ ％ ％

ト
　

ン
ト

　
ン

％ ％ ％

締
め

ｍ
3

締
め

ｍ
3

％ ％ ％ ％ ％ ％

ト
　

ン
％ ％ ％

ト
　

ン
ト

　
ン

％ ％ ％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

コ
ー

ド
*
5

コ
ー

ド
*
6

コ
ー

ド
*
7

コ
ー

ド
*8

コ
ー

ド
*
9

コ
ン

ク
リ

ー
ト

に
つ

い
て

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
に

つ
い

て
コ

ン
ク

リ
ー

ト
に

つ
い

て
再

生
資

材
の

供
給

元
に

つ
い

て
施

工
条

件
に

つ
い

て
1
.生

コ
ン

（
バ

ー
ジ

ン
骨

材
）

2
.再

生
生

コ
ン

（
C

o
再

生
骨

材
H

）
1
.表

層
2
.基

層
1
.再

生
生

コ
ン

（
C

o
再

生
骨

材
H

）
2
.再

生
生

コ
ン

（
C

o
再

生
骨

材
M

）
1
.現

場
内

利
用

1
.再

生
材

の
利

用
の

指
示

あ
り

3
.再

生
生

コ
ン

（
C

o
再

生
骨

材
M

）
4
.再

生
生

コ
ン

（
C

o
再

生
骨

材
L
）

3
.上

層
路

盤
4
.歩

道
3
.再

生
生

コ
ン

（
C

o
再

生
骨

材
L
）

4
.再

生
生

コ
ン

（
そ

の
他

再
生

材
）

2
.他

の
工

事
現

場
（
内

陸
）

2
.再

生
材

の
利

用
の

指
示

な
し

5
.再

生
生

コ
ン

（
そ

の
他

再
生

材
）

6
.無

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
ﾊ

ﾞｰ
ｼ
ﾞﾝ

骨
材

）
5
.そ

の
他

（
駐

車
場

舗
装

、
敷

地
内

舗
装

等
）

5
.無

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
ﾘ
ﾕ

ｰ
ｽ

品
）

6
.再

生
無

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
C

o
再

生
骨

材
）

3
.他

の
工

事
現

場
（
海

面
）

7
.無

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
ﾘ
ﾕ

ｰ
ｽ

品
）

8
.再

生
無

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
C

o
再

生
骨

材
）

土
砂

に
つ

い
て

7
.再

生
無

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
そ

の
他

再
生

材
）
8
.そ

の
他

4
.再

資
源

化
施

設
9
.再

生
無

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
そ

の
他

再
生

材
）

1
0
.そ

の
他

1
.道

路
路

体
2
.路

床
3
.河

川
築

堤
コ

ン
ク

リ
ー

ト
及

び
鉄

か
ら

成
る

建
設

資
材

に
つ

い
て

5
.土

砂
ス

ト
ッ

ク
ヤ

ー
ド

コ
ン

ク
リ

ー
ト

及
び

鉄
か

ら
成

る
建

設
資

材
に

つ
い

て
4
.構

造
物

等
の

裏
込

材
、

埋
戻

し
用

1
.有

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
ﾘ
ﾕ

ｰ
ｽ

品
）

2
.再

生
有

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
C

o
再

生
骨

材
）

6
.そ

の
他

1
.有

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
ﾊ

ﾞｰ
ｼ
ﾞﾝ

骨
材

）
2
.有

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
ﾘ
ﾕ

ｰ
ｽ

品
）

5.
宅

地
造

成
用

6
.水

面
埋

立
用

3
.再

生
有

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
そ

の
他

再
生

材
）
4
.そ

の
他

3
.再

生
有

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
C

o
再

生
骨

材
）

4
.再

生
有

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

（
そ

の
他

再
生

材
）

7
.ほ

場
整

備
（
農

地
整

備
）

木
材

に
つ

い
て

5
.そ

の
他

8
.そ

の
他

1
.再

生
木

材
（
ボ

ー
ド

類
を

除
く
）

2
.再

生
木

質
ボ

ー
ド

木
材

に
つ

い
て

砕
石

に
つ

い
て

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
に

つ
い

て
1
.木

材
（
ボ

ー
ド

類
を

除
く
）

2
.木

質
ボ

ー
ド

1
.舗

装
の

下
層

路
盤

材
1
.再

生
粗

粒
度

ア
ス

コ
ン

2
.再

生
密

粒
度

ア
ス

コ
ン

3
.再

生
細

粒
度

ア
ス

コ
ン

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
に

つ
い

て
2
.舗

装
の

上
層

路
盤

材
4
.再

生
開

粒
度

ア
ス

コ
ン

5
.再

生
改

質
ア

ス
コ

ン
6
.再

生
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
モ

ル
タ

ル
1
.粗

粒
度

ア
ス

コ
ン

2
.密

粒
度

ア
ス

コ
ン

3
.細

粒
度

ア
ス

コ
ン

3
.構

造
物

の
裏

込
材

、
基

礎
材

7
.再

生
加

熱
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
安

定
処

理
路

盤
材

8
.そ

の
他

4
.開

粒
度

ア
ス

コ
ン

5
.改

質
ア

ス
コ

ン
6
.ア

ス
フ

ァ
ル

ト
モ

ル
タ

ル
4
.そ

の
他

土
砂

に
つ

い
て

7
.加

熱
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
安

定
処

理
路

盤
材

8
.そ

の
他

塩
化

ビ
ニ

ル
管

・
継

手
に

つ
い

て
1
.第

一
種

建
設

発
生

土
2
.第

二
種

建
設

発
生

土
3
.第

三
種

建
設

発
生

土
土

砂
に

つ
い

て
1
.水

道
（
配

水
）
用

2
.下

水
道

用
3
.ｹ

ｰ
ﾌ
ﾞﾙ

用
4
.第

四
種

建
設

発
生

土
5
.浚

渫
土

以
外

の
泥

土
6
.浚

渫
土

1
.第

一
種

建
設

発
生

土
2
.第

二
種

建
設

発
生

土
3
.第

三
種

建
設

発
生

土
4
.第

四
種

建
設

発
生

土
4
. 農

業
用

5
.設

備
用

6
.そ

の
他

7
.土

質
改

良
土

8
.建

設
汚

泥
処

理
土

9
.再

生
コ

ン
ク

リ
ー

ト
砂

5
.浚

渫
土

以
外

の
泥

土
6
.浚

渫
土

7
.土

質
改

良
土

8
.建

設
汚

泥
処

理
土

石
膏

ボ
ー

ド
に

つ
い

て
砕

石
に

つ
い

て
9
.再

生
コ

ン
ク

リ
ー

ト
砂

1
0
.山

砂
、

山
土

な
ど

の
新

材
（
採

取
土

、
購

入
土

）
1
.壁

2
.天

井
3
.そ

の
他

1
.再

生
ク

ラ
ッ

シ
ャ

ー
ラ

ン
2
.再

生
粒

度
調

整
砕

石
3
.鉱

さ
い

4
.そ

の
他

砕
石

に
つ

い
て

そ
の

他
の

建
設

資
材

に
つ

い
て

塩
化

ビ
ニ

ル
管

・
継

手
に

つ
い

て
1
.ク

ラ
ッ

シ
ャ

ー
ラ

ン
2
.粒

度
調

整
砕

石
3
.鉱

さ
い

4
.単

粒
度

砕
石

（
利

用
用

途
を

具
体

的
に

記
入

し
て

下
さ

い
）

1
.再

生
硬

質
塩

化
ビ

ニ
ル

管
2
.そ

の
他

5
.ぐ

り
石

、
割

ぐ
り

石
、

自
然

石
6
.そ

の
他

そ
の

他
の

建
設

資
材

に
つ

い
て

塩
化

ビ
ニ

ル
管

・
継

手
に

つ
い

て
（
利

用
量

の
多

い
上

位
２

品
目

の
再

生
資

材
名

称
を

具
体

的
に

記
入

し
て

下
さ

い
）

1
.硬

質
塩

化
ビ

ニ
ル

管
2
.そ

の
他

石
膏

ボ
ー

ド
に

つ
い

て
1
.石

膏
ボ

ー
ド

2
.シ

ー
ジ

ン
グ

石
膏

ボ
ー

ド
3
.強

化
石

膏
ボ

ー
ド

4
.化

粧
石

膏
ボ

ー
ド

5
.石

膏
ラ

ス
ボ

ー
ド

6
.そ

の
他

そ
の

他
の

建
設

資
材

に
つ

い
て

（
利

用
量

の
多

い
上

位
２

品
目

を
具

体
的

に
記

入
し

て
下

さ
い

）

利
　

用
　

量
（
A

)

ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

締
め

ｍ
3

ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

締
め

ｍ
3

発
注

機
関

を
選

択

大
分

類

中
分

類

小
分

類

分
　

類
小

 分
 類

規
　

格
主

な
利

用
用

途

建
　

設
　

資
　

材
　

（
新

材
を

含
む

全
体

の
利

用
状

況
）

施
工

条
件

の
内

容

請
 負

 会
 社

 名

記
入

年
月

日
R

再
生

資
材

の
供

給
元

場
所

住
所

コ
ー

ド
＊

5

ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

特 定 建 設 資 材

コ
ン

ク
リ

ー
ト

合
　

　
　

計
コ

ン
ク

リ
ー

ト
及

び
鉄

か
ら

成
る

建
設

資
材

合
　

　
　

計

木
　

材

合
　

　
　

計

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ

年

T
E
L

E
m

ai
l

調
査

票
記

入
者

会
 社

 所
 在

 地

工
事

責
任

者

再
生

資
源

日

年
月

日
ま

で
再

資
源

化
等

が
完

了
し

た
年

月
日

構
　

造

（
再

生
資

源
の

利
用

に
関

す
る

特
記

事
項

等
）

使
　

途

工
　

期
令

和
年

工
 事

 概
 要

 等

日
か

ら
建

 築
 面

 積
月

※
解

体
工

事
に

つ
い

て
は

、
建

築
面

積
を

ご
記

入
い

た
だ

か
な

く
て

も
結

構
で

す
。

工
事

施
工

場
所

令
和

延
 床

 面
 積

㎡

利
用

率
種

類
内

容
住

所
コ

ー
ド

B
/
A

×
1
0
0

コ
ー

ド
*
9

階

㎡
地

下

地
上

請
負

金
額

左
記

金
額

の
う

ち
特

定
建

設
資

材
廃

棄
物

の
再

資
源

化
等

に
要

し
た

費
用

再
生

資
材

の
名

称

*
4

施
工

条
件

コ
ー

ド
*
6

コ
ー

ド
*
7

コ
ー

ド
*
8

供
給

元

年

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

そ の 他 の 建 設 資 材

土
　

砂

合
　

　
　

計

砕
　

石

合
　

　
　

計
塩

化
ビ

ニ
ル

管

・
継

手

合
　

　
　

計

石
膏

ボ
ー

ド

合
　

　
　

計

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

合
　

　
　

計

ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

締
め

ｍ
3

締
め

ｍ
3

ｍ
3

0
.0

0
0

ｍ
3

合
　

　
　

計

工
　

事
　

名

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

ｍ
3

0 0 0 000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ト
　

ン

0

ｍ
3

ｍ
3

ｍ
3

ト
　

ン ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

ト
　

ン

そ
の

他
の

建
設

資
材

0
.0

0
0

ト
　

ン

月

法
人

番
号

1
.工

事
概

要

月

工
種

を
選

択

←
h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.h
o
u
jin

-
ba

n
go

u
.n

ta
.g

o
.jp

/

表
面

担
当

者

T
E
L

発
注

機
関
コ

ー
ド

号 号

建
設

業
許

可
の

場
合

解
体

工
事

業
登

録
の

場
合

階
　

数
階

（
赤

着
色

セ
ル

は
必

須
入

力
箇

所
で

す
。

）

日

発
注

担
当

者
チ

ェ
ッ

ク
欄

令
和

再
生

資
材

の
供

給
元

施
設

、
工

事
等

の
名

称

ト
　

ン

ト
　

ン

0
.0

0
0

様
式
第
1
1
4
号

－138－— 138 —— 138 —

様式



2
/
4

様
式

２
・
ロ

再
生

資
源

利
用

促
進

計
画

書
　

－
建

設
副

産
物

搬
出

工
事

用
－

建
築

工
事

に
お

い
て

、
解

体
と

新
築

工
事

を
一

体
的

に
施

工
す

る
場

合
は

、
解

体
分

と

1
.工

事
概

要
表

面
（様

式
１

）
に

必
ず

ご
記

入
下

さ
い

新
築

分
の

数
量

を
区

分
し

、
そ

れ
ぞ

れ
別

に
様

式
を

作
成

し
て

下
さ

い
。

2
.建

設
副

産
物

搬
出

計
画

2
ヶ

所
ま

で
記

入
で

き
ま

す
。

3
ヶ

所
以

上
に

②
+③

+
⑤

わ
た

る
時

は
、

用
紙

を
換

え
て

下
さ

い
。

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

km
ト
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様式第116号

発注者名：
工事名：

工事区分 工　種 種　別 細　別 規　格 単　位 工事数量 比率(%)

工事費構成書

－140－

様式第117号（表）

工　事　名  受注者名

項　　　目 評価内容

 □創意工夫 □施工

□新技術活用

□品質

□安全衛生

□社会性等 □地域への貢献等

ＮＥＴＩＳ登録技術のうち、

・試行技術の活用

創意工夫・社会性等に関する実施状況

・施工に伴う器具、工具、装置等の工夫

・コンクリート二次製品等の代替材の適用

・施工方法の工夫、施工環境の改善

実施内容

 自ら立案実施し
た創意工夫や技
術力

・仮設備計画の工夫

・施工管理の工夫

・ＩＣＴ（情報通信技術）の活用　等

・「少実績優良技術」の活用

・「少実績優良技術」 を除く「有用とされる技術」　の活用

・試行技術及び「有用とされる技術」以外の新技術　の活用

・土工、設備、電気の品質向上の工夫

・コンクリートの材料、打設、養生の工夫

・鉄筋、コンクリート二次製品等使用材料の工夫

・配筋、溶接作業等の工夫　等

・安全衛生教育・講習会・パトロール等の工夫

・仮設備の工夫

・作業環境の改善

・交通事故防止の工夫

・環境保全の工夫　等

・周辺環境への配慮

・現場環境の周辺地域との調和
地域社会や住民
に対する貢献

・地域住民とのコミュニケーション

・災害時など地域への支援・行政などによる救援活　動への協力  等

－141－
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様式第116号

発注者名：
工事名：

工事区分 工　種 種　別 細　別 規　格 単　位 工事数量 比率(%)

工事費構成書

－140－

様式第117号（表）

工　事　名  受注者名

項　　　目 評価内容

 □創意工夫 □施工

□新技術活用

□品質

□安全衛生

□社会性等 □地域への貢献等

ＮＥＴＩＳ登録技術のうち、

・試行技術の活用

創意工夫・社会性等に関する実施状況

・施工に伴う器具、工具、装置等の工夫

・コンクリート二次製品等の代替材の適用

・施工方法の工夫、施工環境の改善

実施内容

 自ら立案実施し
た創意工夫や技
術力

・仮設備計画の工夫

・施工管理の工夫

・ＩＣＴ（情報通信技術）の活用　等

・「少実績優良技術」の活用

・「少実績優良技術」 を除く「有用とされる技術」　の活用

・試行技術及び「有用とされる技術」以外の新技術　の活用

・土工、設備、電気の品質向上の工夫

・コンクリートの材料、打設、養生の工夫

・鉄筋、コンクリート二次製品等使用材料の工夫

・配筋、溶接作業等の工夫　等

・安全衛生教育・講習会・パトロール等の工夫

・仮設備の工夫

・作業環境の改善

・交通事故防止の工夫

・環境保全の工夫　等

・周辺環境への配慮

・現場環境の周辺地域との調和
地域社会や住民
に対する貢献

・地域住民とのコミュニケーション

・災害時など地域への支援・行政などによる救援活　動への協力  等

－141－
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様式第117号（裏）

工 事 名 　　／　　

項 目 評価内容

提 案 内 容

（　説　明　）

（　添　付　図　）

説明使用は簡潔に作成するものとし、必要に応じて別葉とする。

高度技術・創意工夫・社会性等に関する実施状況（説明資料）
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